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  令和４年度教育支援課の主な事業内容一覧 

 

１ 不登校対策 

  ○学校支援体制づくり 

   ・〔小学校〕スクールライフサポーターを活用した未然防止・初期対応の取組 

   ・〔中学校〕学識経験者や不登校対策教育支援員を活用した不登校対策の推進 

   ・新たな不登校を生まないための不登校対策プロジェクト会議の開催 

  ○適応指導教室（けやき教室，さつき教室）の運営 

２ 外国人児童生徒などへの日本語教育や就学支援 

  ○鈴鹿市日本語教育支援システム第５期進行計画に基づく取組 

   ・特別の教育課程による日本語指導の充実（日本語指導講師の派遣，配置等）   

○就学及び進路ガイダンスの実施 

  ○就学支援教室（コトノハ教室）の運営 

３ 多文化共生教育 

  ○多文化共生に関わる授業づくりの推進 

  ・多文化共生実践ＥＸＰＯ〔令和４年 2月３日（金）：1203大会議室〕 

４ いじめ防止対策 

  ○「鈴鹿市いじめ防止基本方針」に基づくいじめ防止対策の推進 

   ・いじめ問題の未然防止と早期発見，いじめ事案発生時の組織的対応等の取組 

   ・学校や児童生徒が主体となったいじめ防止の取組の充実 

   ・いじめ防止啓発活動の実施 

５ 生徒指導・健全育成 

  ○生徒指導提要に基づく生徒指導体制の充実 

   ・問題行動の未然防止，早期対応を推進する生徒指導体制づくり 

  ○薬物乱用防止教室，万引き防止教室の実施 

  〇地区補導の実施   

６ 地域とともにある学校づくり 

○コミュニティ・スクールの推進 

   ・地域人材等の活用，地域と連携した魅力ある学校づくり等の協議 

   ・中学校区における小中学校の連携の推進 

７ 人権教育 

  ○学校・幼稚園における人権教育の推進 

   ・中学校区人権教育カリキュラムに基づいた人権教育の推進 

   ・実践交流と教職員研修 

   ・児童生徒が主体となった取組の充実（人権フォーラム等） 

   ・保護者，地域への情報発信と啓発（じんけんフェスタ等） 

 ８ 情報モラル教育 

  ○携帯電話やスマホ等を利用したインターネットの正しい使い方教室の開催等 
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９ 安全教育  

  ○交通安全教室の実施 

  ○防犯教室，不審者侵入対応訓練の実施 

１０ 危機管理 

  ○「鈴鹿市通学路交通安全プログラム」に基づく通学路安全対策の推進 

   ・道路管理者，鈴鹿警察署と連携した安全対策の推進 

１１ 学校問題解決支援 

  ○学校問題解決専門職員による対応や学校への助言 

○警察，児童相談所など関係機関との連携 

１２ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー・生徒指導特別指導員等 

派遣及び活用事業 

  〇三重県教育委員会による SC・SSW 活用事業，生徒指導特別指導員の派遣事業

が子ども家庭支援課から教育支援課の所管となりました。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

   

 

＊不登校対策の推進（新たな不登校を生まない学校づくり支援） 

＊「JSLバンドスケール」を活用した日本語指導の推進 

＊多文化共生教育の推進（多様な文化を認め合う学校づくり支援） 

＊いじめ防止対策の推進（いじめを許さない学校づくり支援） 

＊学校・幼稚園における人権教育の推進 

＊鈴鹿市人権教育センターの機能の充実・強化 

＊充実した生徒指導体制の構築 

＊コミュニティ・スクールの推進（地域とともにある学校づくり支援） 

  
教育支援課の重点施策 

 

   

 

＊校長・委員長対象ＣＳ推進研修会（６月９日） 

＊地域コーディネーター連絡会（５月 11日） 

＊不登校対策担当者研修講座（８月 29日）午前 

＊日本語教育担当者研修講座（８月 29日）午後 

＊人権教育研修講座（４月 20日，7月 29日，8月 23日，8月 26日） 

＊若手教員指導力向上研修〔生徒指導〕（8月） 

＊多文化共生実践ＥＸＰＯ（2月３日） 

＊幼小中連携ウィークでの生徒指導と人権教育との連携促進 

＊生徒会研修会（12月）における校則についての意見交流 

＊インターネットの正しい使い方教室等の出前講座の充実 

＊中学校区人権教育推進協議会（人権教育センター事業として充実） 

  
子ども・学校支援に向けた研修会等の実施 
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１，日ごろの取組の充実 ～プラスの学校体験を保障する学校づくりの推進～ 

 

 

 

 

 
 

    

 

＊日々の児童生徒理解，そのための「観察」が極めて重要。その子の様子・表情等 

にサイン，SOSが出ていることが少なからずあり，教員から適切に，声をかけ， 

子どもの思いを聴く時間を持つ工夫をすることが必要。特に，欠席日数や保健 

室来室が増加している場合は，速やかに聴き取る時間を持つ。 
  
＊二次障害をうまないよう，その子の「発達特性」を十分に踏まえ，「環境調整を図 

ること」，「人間関係を作ること」を実現する。 
 

２，早期支援の実現 ～三つの段階を意識して支援・対応する～ 
   

    

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
＊欠席等が長期化する兆候がある児童生徒については，情報共有を図りやすくす 

るために担任等により作成された「児童生徒理解支援シート」等を活用しながら， 

アセスメント（見立て）を行い，校内の役割分担と短期支援方策を明確にする。 
 

＊ケース会議は，家庭での様子や学校生活の状況等の情報共有を図り，本人の困 

り感等をアセスメントする（見立てる）ために「児童生徒理解・支援シート」等の資 

料を活用し，会議の迅速化，効率化を図る。 
 

   ＊ケース会議においてアセスメント（見立て）を行ったうえで，「SCもしくは SSW 

につなげる」，「通級指導教室につなげる」，「教育支援センター（けやき・さつき教 

室），校内適応指導教室につなげる」等の具体的な取組・対応を行う。 

 

【第一段階】 ＊３日目段階 

・家庭訪問を実施。「家庭訪問シート」を活用し校内で簡潔に情報共有する。 
 

【第二段階】 ＊累積欠席１５日前後 あるいは 連続欠席日数が７日程度 

・ケース会議を開催。特支 Co，養護教諭等も参加。 

・ケース会議では「児童生徒理解支援シート」等を活用し，アセスメント（見立て） 

を行い，１か月～２か月程度の短期目標を決める。 

・SC面談。SCからコンサルテーション（助言・援助）を受ける。 
 

【第三段階】 ＊累積欠席日数２０日前後 

・保護者を交えた支援会議を開催し，保護者と方針等を確認し合う。 

 

〔授業づくり〕 わかる，楽しい，参加できる授業。低学力の子らへの配慮、支援。 

           ～授業改善は，最大の支援！～  

〔学級づくり〕 気持ちの交流は必須。語り合い，聴き合い，分かり合う取組を実現。 

           ～安全で安心できる居場所・絆づくり！～  

〔関係づくり〕 子どもが喜ぶ声かけと丁寧な観察。表情やしぐさ，ＳＯＳを把握。 

         ～支援の８０％は，その子との関係づくり！～ 
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３，小中が連携した不登校対策 

 
（１）小中学校間で，不登校児童生徒の情報共有を図る 
    
〇「鈴教支第１５７７号」（令和４年３月１８日付け）で伝えた下記の資料に記載された 

児童生徒については，特に丁寧に情報共有を図る。 
 

 

 

  〇全中学校区において，「校区不登校担当者会」を定期開催する。 

    ・年３回～４回程度の開催を予定 

＊教育支援課の不登校対策担当も参加予定。 
  

〇小中学校合同の支援会議を開催 

  ・兄弟姉妹が，小学校，中学校それぞれで共に不登校になっている場合は，小中 

で合同のケース会議を実施したり，日ごろから情報共有を図ったりする。 
 

４，不登校対策プロジェクト会議の実施 

～新たな不登校を生まない，不登校児童生徒の社会的自立をめざすプロジェクト～ 
 

○プロジェクト会議設置の趣旨 

    長期欠席・不登校の児童生徒数を減らしていくためには，“新たな不登校”を生まない

組織的な対応や，居場所づくりの観点で校内適応指導教室等の活用を含め，進路保

障などを目的とした社会的自立に向けた取組の充実が必要である。 

取組を実効性のあるものにしていくために，学校現場を代表する校長会と教育

委員会事務局が緊密に連携を取り合い，十分な協議・情報共有を定期的に実施す

る。 
 

○プロジェクト会議の構成員 

   ・小学校校長会代表２名，中学校校長会代表２名，計 4名 

   ・教育長，次長，参事，市教委各課長，子ども家庭支援課長，各課ＧＬ等 

   ・適応指導教室（「けやき教室」「さつき教室」）代表者 
 

○活動内容 

・市内小中学校が一体となって不登校対策を組織的に行うため，具体的な方策・取組

を協議し発信する。 

・代表者の学校（不登校対策協力校）は，「プロジェクト会議」で確認された学校現場

の課題等を踏まえ，校内体制の充実を図り，組織的な取組を推進する。 

・自主校長会等で「プロジェクト会議」の内容を周知するとともに，学校や 

自主校長会等で出された実践事例等をプロジェクト会議で還流する。 

 

 

 

 

「小学校６年時に不登校傾向であったＲ４年度中学１年生について」 
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５，教育支援課の不登校対策 

①スクールライフサポーターの派遣 

○趣旨 

・小学校の不登校傾向にある児童の心の悩みや不安，ストレスを和らげる等の支援や

関わりを通して，不登校の初期対応のため児童支援を行う。 

○職務 

・派遣校のスクールライフサポーター担当者の指示の下，登校支援，学校生活支援，

児童（保護者）の相談等，不登校傾向にある児童の支援にあたる。 

○派遣校 

・「令和３年度不登校傾向児童の現状把握に係る調査」等を総合的に考慮して派遣校

を決定。 

・令和４年度は小学校２１校へ派遣（令和３年度：２０校） 

 
 

②不登校対策教育支援員の派遣 
 

○趣旨 

・教員経験者等を「不登校対策教育支援員」として該当中学校へ派遣し，中学校にお

ける不登校の未然防止・早期対応，及び，不登校生徒の社会的自立に向けた教育

環境整備を行う。 

○職務 

・派遣校の不登校対策担当者の指示の下，不登校生徒の初期支援，校内適応指導教

室での対応，校内の不登校対策会議への参加等を行う。 

○派遣校 

・「令和３年度不登校傾向生徒の現状把握に係る調査」等を総合的に考慮して派遣校

を決定する。 

・令和４年度は中学校５校へ派遣（令和３年度：５校） 

 
 

③不登校対策アドバイザーの配置 
 

   ○趣旨 

・教育支援課不登校対策担当職員とともに，鈴鹿市の不登校対策を推進する。 

○職務 

・不登校対策に関して学校への助言を行う。（部会への参加等） 

・スクールライフサポーター及び不登校対策教育支援員の有効活用を進める。 

・スクールライフサポーター及び不登校対策教育支援員への指導，相談に当たる。 

・不登校に関する資料作成等を行う。 

※ 令和４年度不登校対策アドバイザー（教育支援課：橋本伸清） 
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④教育相談員の配置 
 

   ○趣旨 

・気になる生徒等に声を掛けるなど，悩みや不安等を抱えている生徒に対し能動 

的な相談業務を行い，生徒が抱える友人，学習，進路等に関することやいじめな 

どの悩みを早期に発見し，専門的な支援が必要な場合は，SCや SSWへ相談 

を引き継ぐ等の役割を担うことで相談体制の充実を図る。 

○職務 

校長の指導及び監督のもと，次のような相談業務に従事する。 

・相談室等において来室する生徒の相談対応。 

・校内を巡回し，気になる生徒への声かけ，相談。 

・相談内容の共有・報告。 

・SC，SSWへの相談引継ぎ（必要に応じて） 

・相談内容，件数の記録 

 〇派遣校 

  ・全中学校 

 〇備考 

  ・資格については，その有無は問わないが，学校での勤務または相談業務の経 

験を有し，配置校の実情等を理解している者 
 

 

⑤その他  
 

    ○当課に派遣される SC，SSWについて 

     ・「けやき教室・さつき教室」へ派遣される SC＝浅井結香 ・ 伴野直美 

       ＊伴野直美：創徳中学校区（創徳中，牧田小，清和小，飯野小）と兼務 

     ・当課へ派遣される SSW＝加藤利枝 

       ＊加藤利枝：神戸中学校区（神戸中，一ノ宮小，河曲小，神戸小）と兼務 
 

    〇SC,SSW，生徒指導特別指導員派遣事業について 

・事務処理等は，今年度から教育支援課が担当する。 

（昨年度までは，子ども家庭支援課） 
 

    〇子育てに関する講話等について ＊１時間程度 

     ・（小学校）就学時健康診断や PTA家庭教育学級等 
 

    〇職員研修の講師派遣について  ＊３０～４０分程度 

     ・リストカットを繰り返す児童生徒への対応 

  ・「発達特性」を抱えた児童生徒への対応 

・不登校児童生徒に対する組織的な対応 
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性

■支援チーム

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計

■本人に関する情報〔成育歴，心身の状況（診断名等）・支援ファイルの有無等）

■本人に関する情報（学校生活，交友関係，趣味特技，将来の夢，前年度までの状況等）

■支援を継続する上での基本的な情報〔アセスメントの情報，本人の強み，課題 等〕

■家族に関する情報〔家族構成，職業，保護者の様子・養育姿勢，学校との関係等）

別室登校

遅刻

早退

累積欠席日数

席

■欠席状況

作成者　　　　　　　　　　　　　　　　

出席しなければならない日数

名前 学　校　名 学年 学級

欠席日数

校長，教頭，担任，学年主任，生徒指導担当，養護教諭，特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ，不登校対策担当者

月

児童生徒理解・支援シートⅠ 作成日 年 月 日

9
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■不登校（継続）の理由

■具体的な支援方策

■子どもの状況・意向と保護者の状況・意向

■次年度への引継事項

子ども 保護者

1
学
期

2
学
期

3
学
期

目標（期限を切っての取組目標） 経過・評価

児童生徒理解・支援シートⅡ
作成日 年 月 日

児童生徒名

4月校長会資料
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１ いじめ防止強化月間 

   三重県いじめ防止条例第 18条第 2項により，三重県では 4月，11月を「いじめ防止強

化月間」と定め，学校・家庭・地域等がそれぞれの役割と責任を自覚し，社会総がかりでい

じめ根絶を目指した取組を推進している。 

   県の取組を受けて，鈴鹿市の小中学校においても，いじめ防止強化運動に取り組む期間

を設ける。 

 

  【いじめ防止強化期間】 

  期間：令和４年 4月 1日（金）～4月 30日（土） 

内容：○いじめ防止に向けた学級目標を設定するなどして、児童生徒一人ひとりが自らの 

行動を考える機会とする。 

○令和 3 年度に取組を進めたピンクシャツ運動を踏まえ，ピンクジャンパーを活用す

る等，ピンクの小物を身につけて，「いじめ反対！」のメッセージを伝える活動に取り

組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒の問題行動・いじめ等生徒指導上の諸問題について 
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鈴 鹿 市 教 育 委 員 会 

 三重県では，いじめ防止強化

月間に「ピンクシャツ運動」に

取り組んでいます。 

鈴鹿市においても

等を身につけて「いじめ

反対！」のメッセージを伝える

活動に取り組みます。 
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令和４年４月５日  

 

学校長 様 

 

三重県教育委員会事務局   

生徒指導課長   

 

令和４年度スクールカウンセラー活用事業に係るスクールカウンセラー 

の配置について（通知） 

 

 このことについて、下記のとおり通知いたしますので、ご了知いただくとともに、

貴校教職員に、計画的に運用していただきますよう指導願います。 

 なお、事務処理等が掲載された『スクールカウンセラー活用事業の手引き』につい

ては、後日メールにて送付いたします。 

 

記 

 

１ 通知文 

  ・（スクールカウンセラー配置小中等学校長宛）令和４年度スクールカウンセラー活

用事業に係るスクールカウンセラーの配置について（通知） 

２ その他 

  ・令和４年４月１２日（火）に「令和４年度スクールカウンセラー連絡協議会」を

開催します。事務処理の説明等を計画しておりますので、拠点校及び単独校（対

象校は除く）の担当者の出席をお願いします。その際、『スクールカウンセラー活

用事業の手引き』をご準備ください。 

  ・令和４年４月１２日（火）にご都合がつかない場合については、４月１９日（火）

にも同じ内容で会議を予定しておりますので、そちらにご参加ください。 

・令和４年４月２３日（土）に「スクールカウンセラー初任者研修会」（出席は任意）

を実施いたします。配置スクールカウンセラーの出席にご配慮ください。 

   

【事務担当】 

三重県教育委員会事務局  

生徒指導課 安全・安心対策班 

 平岩洋佑・平井貴子・稲靏裕恵 

TEL 059-224-2372  FAX 059-224-3023 
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市町名 №
中学校名
（拠点校）

鈴鹿市 1 平田野中 7時間× 55日 国府小 明生小 庄野小

鈴鹿市 2 白鳥中 7時間× 43日 石薬師小 井田川小 加佐登小

鈴鹿市 3 大木中 7時間× 55日 若松小 長太小 箕田小

鈴鹿市 4 千代崎中 7時間× 40日 玉垣小 愛宕小

鈴鹿市 5 白子中 7時間× 67日 稲生小 旭が丘小 桜島小

鈴鹿市 6 天栄中 7時間× 43日 栄小 天名小 郡山小 合川小

鈴鹿市 7 鈴峰中 7時間× 41日 鈴西小 深伊沢小 椿小 庄内小

鈴鹿市 8 鼓ヶ浦中 7時間× 36日 白子小 鼓ヶ浦小

鈴鹿市 9 創徳中 7時間× 62日 牧田小 清和小 飯野小

★

鈴鹿市 10 神戸中 7時間× 65日 一ノ宮小 河曲小 神戸小 ★

鈴鹿市 11 5時間× 　48日

鈴鹿市 12 5時間× 28日

●令和４年度三重県スクールカウンセラー配置校について【鈴鹿市】

拠点校方式【中小】

配置時間数 小学校名（対象校） ＳＣ名

けやき教室
さつき教室

伴野　直美

淺井　結香

福島　順子

浜北　拙子

伊藤　亮子

宮﨑　洋子

田中　紅実子

嶋﨑　みゆき

町野　和行

平谷　智永

伴野　直美

澤井　由紀子

4月校長会資料
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過剰な苦情や不当な要求等の対応について 
 

１ 要望・苦情等への初期対応の基本的な流れ 

・ 保護者等に不安や不快感等を与えてしまったことをわびて気持ちを

和らげる 

・ 言い訳や反論をしないで話を真剣に聞く。 

・ 要望・苦情等の内容の核心をしっかりと聴き取り，記録する。 

・ 質問を投げかけて要望・苦情等の本質をつかむ。 

・ 連絡方法を確認し，今後の見通しについて調整する。 

・ 管理職等に速やかに報告する。 

〔速やかに情報収集を行い，組織的に対応策等を検討する〕 

 

２ 鈴鹿市学校問題解決支援チームについて 

学校問題解決支援チームは，学校に寄せられる要求や抗議等の対応において，その

問題の本質や背景を把握し，問題の解決に資するとともに，双方の関係修復を行うた

めの指導・助言等の支援を行います。また，必要に応じて関係機関や顧問弁護士と連

携を図り，その対応について指導・助言を行います。 

学校問題解決支援チームに専門職員として苦情対応の経験が豊富な者を配置して

います。 

  

３ スクールロイヤー制度について 

スクールロイヤー制度とは，スクールロイヤー（児童生徒への教育上の配慮や管理

職・スクールカウンセラー等の学校関係者との連携など，学校の事情等に精通し，迅

速な初期対応と継続的な支援を行う専門人材）を活用し，学校を取り巻く様々な問題

に関する相談や，法的及びケースワーク的観点に基づく助言を得ながら，適切な対応

や取組を進めていく制度である。 

三重県教育委員会では，「いじめ対策推進事業」として，三重弁護士会と連携し、学

校や市町等教育委員会からの要請により法律の専門家である弁護士の派遣を行って

います。今年度も行う予定がありますので，詳細が届き次第，学校に送付させていた

だきます。（５月頃の予定です。） 
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コミュニティ・スクールの推進について 

 

１ 令和４年度の学校運営協議会の主な協議内容について 

（必須）学校運営の基本方針の承認 

（必須）学校関係者評価を生かした改善活動 

（１）学力向上について 

（２）いじめ問題への取組について 

（３）通学路の安全について 

（４）学校の抱える課題について 

（５）児童生徒の家庭学習の充実とテレビゲーム時間（スマートフォン等の携帯用ゲ

ーム機を含む）の縮減に向けた取組について 
 

２ 本市の学校運営協議会推進の方向性 

（１）地域による主体的・自主的な活動の具体化 

    → 「協働型」コミュニティ・スクールへの発展 

（２）中学校区を基本とする小中連携，小小連携 

    → 途切れのない子どもの育成，学力向上，いじめ・不登校問題の未然防止 

（３）地域づくり協議会との連携推進  

    → 学校支援活動を地域づくり協議会の取組と関連させる 
 

３ 令和４年度の重点目標 

 

 

   

 

 

４ 「協働型」コミュニティ・スクールを目指す重要な取組 

 

 

 

 

 

支援型 
連携型 協働型 

地域（ボランティア）

による学校支援活動

が中心となって行わ

れている。 

学校・家庭・地域が子ど

もの教育課題を共有・協

議し，学校づくりに参画

する。 

学校・家庭・地域それ

ぞれが教育課題に対

して主体的，具体的に

取り組んでいる。 

（１）児童生徒の学習意欲や学力の向上につながる取組 

（２）学校支援活動の充実に向けたボランティアの拡充 

（３）委員の視点を大切にした学校関係者評価の実施 

（４）地域づくり協議会との連携の推進 
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ることが重要です。 
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（１）【教育委員会】学校管理職，学校運営協議会委員，地域コーディネーター，若手

教員を対象とした研修会等を計画的に実施する。 

（２）【校長】学校運営協議会を通じて，コミュニティ・スクールの目的を保護者や地 

域に周知し，地域の子どもを育てる当事者としての役割等を確認する。   

（３）【校長】教職員の認識を高めるための研修や説明等を実施するとともに，学校運

営協議会に一般教職員の参加する機会を積極的に設けることや協議内

容を職員会議や研修等の場で還流する。 

（４）【校長】地域コーディネーターを中心とした学校支援ボランティアの組織や活

動 

等を充実させる。 

（５）【校長】地域づくり協議会との連携を推進する。 

 

５ 学校運営協議会委員の報酬  

 【趣旨等】地方公務員法上の特別職の地方公務員として，設置者である教育委員会 

の責任において任命されることから，「鈴鹿市教育委員会の委員等の報

酬 

及び費用弁償に関する条例施行規則」に基づき支給する。 

【支給条件等】 ・1回の出席につき 1,000円とする。（年度 6回を上限とする） 

・鈴鹿市公務員及び辞退者には支給しない。 

＊扶養の対象から外れる（配偶者控除の対象から外れる）事態に注意。 

 【請 求】「学校運営協議会委員報酬支給対象者出席報告書」を開催月の月末に学校 

支援Ｇに提出する。※ 依頼文書は，改めて送付します。 

    学校運営協議会は，学校運営に対して一定の責任と権限を有する合議体 

   であり，学校運営協議会委員は，設置規則，役割・立場，会議のあり方を 

   理解していることが重要である。 

【第 1回学校運営協議会でのチェック項目例】 

   □ 学校運営協議会委員は，校長を含め 11名までで組織する。 

   □ 学校運営協議会は，年間 6回程度開催する。 

   □ 学校運営協議会委員は，1回の会議で，1,000円の報酬が出る。 

   □ 学校運営協議会委員は，特別職の地方公務員の身分を有する。 

   □ 学校運営協議会委員は，教育委員会規則により守秘義務がある。 

   □ 学校運営協議会は，「辛口の応援団」である。 

   □ 学校運営協議会は，委員の意見を聞く協議の時間を大切にする。 

   □ 学校運営協議会委員長は，協議会を招集し，議事をつかさどる。 

 

６ コミュニティ・スクール推進コーディネーター 

  教育支援課：杉谷直俊 加藤稔明 

  ※ 可能な範囲で学校運営協議会に出席します。 
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事 務 連 絡  

                           令和４年４月  

 

（宛先）小中学校長 

 

                          教育委員会事務局  

                            教育支援課長  

 

   各地域づくり協議会との連携・協働の推進について（依頼） 

 

 平素は，コミュニティ・スクールの推進にご尽力いただき，誠にありがとうござい

ます。 

コミュニティ・スクール導入から１１年が経ちました本市のコミュニティ・スクー

ルですが，本市では，学校・保護者・地域が，目指す子ども像や各校の教育ビジョン

を「共通の目標」として共有し，それぞれの立場で目標達成に向け，どのようなこと

ができるかを考え，お互いがパートナーとして具体的な取組を主体的に行う，協働型

のコミュニティ・スクールを目指しております。 

 それぞれの学校において協働型の取組を進めていくためには，地域教育の担い手と

なる地域住民の皆さんに，子どもを育てる当事者として，これまで以上に積極的に教

育に関わっていただくことが大切であり，市内の地域づくり協議会との連携・協働が

大変重要になってまいります。 

 地域づくり協議会での取組については広報等で紹介されており，承知されているこ

ととは存じますが，地域の方が来校され，地域づくりのことで相談があった場合には，

「連携」「協働」の観点から，積極的に対応いただきますとともに，地域づくり協議会

の活動区域が，小・中学校区をまたがる地域もありますので，児童・生徒の校区をま

たぐ活動への参加についても認めていただくなど，各地域づくり協議会との連携・協

働を進めていただきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務連絡】教育委員会事務局 

 教育支援課学校支援Ｇ 

 電話 ３８２－９０５５ 
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人権教育にかかる事業や研修講座について 

１ 2022（令和４）年度 中学校区人権教育研究推進事業  

（１）目的 

    鈴鹿市では，「鈴鹿を愛し，子どもの学びと安全・安心を支え，絆で育む鈴鹿の

教育」を基本理念に据えている。その中で，「差別の現実に深く学び，人権問題を

自己の生き方と深く関わる重要な問題ととらえ，積極的な実践や行動を通して差別

をなくそうとする主体的な人間づくり」をめざし，人権教育の充実に取り組んでい

ます。 

    各中学校区・各学校が自校・校区の実態をふまえた上で，人権教育を推進するた

めの体制を整え，人権教育カリキュラムの実践と見直しを行いながら，子ども一人

ひとりの人権が尊重される人権感覚あふれる学校・地域づくりの一層の充実を図

る。 
 
（２）対象 各中学校区  

 
（３）予算 各中学校区 ５千円（ただし，県等の事業で予算措置がある場合は配当し 

ない）  
 
（４）重点課題 

 ① 中学校区人権教育カリキュラムに基づいた人権教育授業実践 

・子ども，保護者，地域の実態からの出発 

・仲間づくりを土台とした個別的な人権問題の解決に向けた取組の充実 

 ② 人権尊重の地域づくりをめざした保護者・地域との連携 
 
（５）内容  

①中学校区人権教育連絡協議会 

・事務局校代表者を中心に，各校の中学校区担当者で構成する。 

・各校（園）の子どもや保護者・地域の実態を出し合い，課題を明らかに

し，テーマを設定して取り組む。課題解決に向け，幼小中連携ウィークを

活用した研修会等を計画する。 

・人権教育カリキュラムに，仲間づくりを土台とした個別的な人権問題の解

決に向けた取組を位置づけ，実践・検証・見直しを行う。 

・校区の人権教育研究推進の計画書策定・実施・報告を行う。 

②子ども人権フォーラムすずか 

・中学校区の人権フォーラム代表者および各校の人権フォーラム担当者を

中心に，中学校区単位で子ども人権フォーラムを開催する。 

       ・参加の対象は，小学６年生と中学生とする。 

      ・人権尊重の地域づくりに向け，保護者･地域への発信や連携をすすめる。 

③授業実践研究 

・各中学校区において，人権教育カリキュラムにもとづき，授業実践交流

（授業公開）および事後の研究協議に取り組む。 

・令和４年度は，平田野中学校区（平田野中学校）と神戸中学校区（神戸

小学校）においては，市全体に対して案内を出し，授業公開・事後検討

会を行う。 
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２ 2022（令和４）年度 人権教育研修講座  

  鈴鹿市人権教育センターでは，令和４年度は，鈴鹿市の人権教育課題をもとに，以下

の４つの人権教育研修講座を開設します。対象は，いずれも管理職を含む全教職員です。
積極的な受講へのご配慮をお願いします。 
 

【第１回】日 時  ４月２０日（水）１５：４５～１７：００  
     場 所  平田野中学校からハイブリッド型研修 

講座名  「豊かな人権教育の創造～部落問題学習を核として～」 
講 師  西 繁さん（鈴鹿市人権教育アドバイザー） 

 
【第２回】日 時  ７月２９日（金）１３：３０～１６：３０ 
     場 所  市役所１２Ｆ １２０３ 
     講座名  （仮）「性的マイノリティの人権」 
     講 師  浦田 幸奈 さん 

（愛知県中学校教員，特定非営利活動法人 ASTA 所属） 
 
【第３回】日 時  ８月２３日（火）１３：３０～１６：００ 
     場 所  神戸小学校からハイブリッド型研修 

講座名  （仮）「障がい者の権利保障」 
講 師  森本タツ子さん（共同連三重），森本おりえさん 
 

【第４回】日 時  ８月２６日（金） １３：３０～１６：３０ 
     場 所  市役所１２Ｆ １２０３ 
     講座名  「人権学習をすすめる教師のために」 
     講 師  西 繁さん，薗田雅司さん，臼杵伸子さん，田中 仁さん 

（鈴鹿市人権教育アドバイザー） 
 
 

３ 人権教育アドバイザーの活用について  

各校・園の人権教育の推進を図るため，退職教員等に人権教育関係の研修会や講演会 
の助言者，講師等として人権教育アドバイザーを活用する。 
 
〇講師（令和４年４月現在） 

   西 繁さん（元学校長），臼杵伸子さん（元学校長），薗田雅司さん（元学校長）， 
 岡本朋二さん（元教頭），田中 仁さん（元同和教育研究専門員） 
 
〇方法 

 ・教育支援課 人権教育センターまで電話【059-384-7411】で申し込む。  
              ↓ 

  人権教育センターの担当者が講師と日程調整後，各校に連絡する。 
 
〇その他 

 ・講師の都合により，対応できない場合もあります。 
・これまで通り，人権教育関係の公開授業等の助言等の依頼は，人権教育センター，教育
支援課にお問合せください。基本的に人権教育センター職員等が対応しますが，内容や
希望日時等により，上記の講師の方を紹介させていただく場合もあります。 
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「子どもの権利条約」の理解と学習機会について 
 

現在，文部科学省「生徒指導提要の改訂に関する協力者会議」により，平成 22年 3月

に作成された生徒指導提要の見直しが進められ，今夏頃に確定版が公開される予定です。 

その改訂試案（令和 4年 3月作成）の「1.5 生徒指導の取り組み上の留意点」には，

誰一人取り残さない、切れ目のない生徒指導を学校全体として取り組む場合の留意点とし

て，「まず、第一は、教職員の児童の権利に関する条約についての理解です。」と明確に

記載されています。 

【以下，抜粋】 

1.5.1 児童の権利の理解 

（1）児童の権利に関する条約                          

児童生徒の人権の尊重という場合に、留意すべきは 1989年（平成元年）11月 20日

に第 44回国連総会において採択された児童の権利に関する条約です。日本は、1990

年にこの条約に署名し、1994年に批准しています。児童とは、18歳未満のすべての

者を指します。本条約の発効を契機として、児童生徒の基本的人権に十分配慮し、一人

一人を大切にした教育が行われることが求められています。 

（2）４つの原則                                

生徒指導を実践する上で、児童の権利に関する条約の４つの原則を理解しておくことが

大切です。第一に、児童生徒に対するいかなる差別もしない、第二に、児童生徒にとっ

て最もよいことを第一に考えること、第三に、児童生徒の命や生存、発達が保証される

こと、第四に、児童生徒は自由に自分の意見を表明する権利をもっていること。 

① 差別の禁止 

児童又はその父母若しくは法定保護者の人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意

見その他の意見、国民的、種族的若しくは社会的出身、財産、心身障害、出生又は他

の地位にかかわらず、いかなる差別もなしにこの条約に定める権利を尊重し、及び確

保する。（第２条） 

② 児童の最善の利益 

児童に関するすべての措置をとるに当たっては、公的若しくは私的な社会福祉施設、

裁判所、行政当局又は立法機関のいずれによって行われるものであっても、児童の最

善の利益が主として考慮されるものとする。（第３条） 

③ 生命・生存・発達に対する権利 

生命に対する児童の固有の権利を認めるものとし、児童の生存及び発達を可能な最大

限の範囲において確保する。児童の生存及び発達を可能な最大限の範囲において確保

する。（第６条） 

④ 意見を表明する権利 

児童が自由に自己の意見を表明する権利を確保する。児童の意見は、その児童の年齢

及び成熟度に従って相応に考慮される。（第12 条） 
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鈴鹿市教育振興基本計画（令和２年度～令和５年度）では，子どもの権利条約

について学習する機会を位置づけるとしています。 

 

【施策の基本的方向５】命を尊重し，人の多様性を認め合える子ども 

 

基本事業 5-１ 人権教育 

取組内容：学校・幼稚園における人権教育の推進 

●学校，幼稚園で，子どもの実態をもとにした人権教育推進計画や人権教育カリキュ

ラムに基づき，教育活動全体を通した人権教育を計画的・組織的に進めます。 

●中学校区人権教育カリキュラムに基づき，それぞれの地域の人権課題に応じた総合

的・系統的な人権教育の推進を図ります。 

●中学校区子ども人権フォーラムを開催し，中学校区で子ども人権ネットワークづく

りを進めます。 

●学校では，児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）について学習する機会を

位置づけます。 

●児童生徒が主体的に取り組むいじめ防止の取組を行います。 

 

 

子どもの権利条約を学習する意義 

 児童虐待，いじめ，子どもの貧困等を始め，子ども・子育て等を取り巻く状況が複雑化・ 

多様化し，社会問題化している現状がある。 

  ⇒いじめ防止対策推進法（Ｈ25） 児童虐待防止法の改正・児童福祉法の改正（Ｈ28） 

   子どもの貧困対策の推進に関する法律改正（Ｒ１） 

★子どもの権利条約＝ 児童に関する全ての法令の基本  
 
 

今年度の取組 

 

〇 教職員が「子どもの権利条約」を理解する。 

〇 各校の人権教育カリキュラム，中学校区人権教育カリキュラム等に 

「子どもの権利条約」についての学習を位置づけ，教科（社会科等）， 

道徳科，学活，総合的な学習の時間等の中で児童生徒の発達段階に応じ 

て実施する。 
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１ 差別事象に対する取組について 
学校・園や地域社会において，部落差別，障がい者差別，外国人差別など，様々な差別

の解消を図ることは，行政の重要な責務であり，市民一人ひとりが取り組む重要な課題

です。とりわけ学校教育は，自己や他者を尊重し，人権問題を解決する行動力のある児童

生徒を育てる重要な役割を担っています。また，２０１６年に差別を解消することを目

的に「部落差別解消推進法」「障害者差別解消法」「ヘイトスピーチ解消法」の差別解消３

法が施行されており，法の趣旨を理解し差別のない社会の実現が求められております。 

  差別事象は，差別意識の表面化であり，差別意識が社会意識として存在しているとい

うことを踏まえながら，差別事象をとらえていかなければなりません。個人が引き起こ

した差別事象・差別行為であっても，その人個人の問題にとどめず，個人を取り巻く多

くの人々，そして個人が所属している組織や集団（学校・園や学級，地域社会など）の

問題としてとらえなければなりません。 

  差別事象にかかる課題解決の取組は，「初期対応」と「初期対応以降の取組」が重要で，

学校だけでなく市や県の教育委員会も連携して取り組む必要があります。 

 つきましては，今年度から差別事象に関する報告書について「初期対応」と「初期対応

以降の取組」の提出をお願いいたします。 

 

報告する差別事象について 

 〇「差別事象」とは，三重県人権教育基本方針に記載されている個別的な人権問題につ

いての人権侵害事象（発言・行為・落書・電子媒体等）をさし，別紙に沿って取組を

実施し，報告する。  

 〇いじめについては，その背景に人権問題が認められた場合に差別事象として扱い報告

する。 

 

（１） 差別事象発生直後の対応（初期対応）について 

差別事象は，許されない人権侵害です。しかし，差別事象が報告されるという 

ことは，児童生徒・教職員がそれ見過ごさず，差別事象と捉え告発するといった 

人権意識や行動力があったということでもあります。差別事象から明らかになっ 

た課題の解決を行うとともに，差別事象を契機に，自校・園の人権教育の取組を 

見つめ直し，取組を推進していくことが重要です。 

① 差別発言等の場合は，被害者の心情への心のケアを最優先させるとともに，問 

題点を指摘し，的確な指導を行い，関係教職員へ状況を報告する。 

② 差別落書きの場合は，直ちに落書きを覆い，保存し，報告を行い，関係者立ち合いの

もと，現場確認をした後，消去する。 

③ 速やかに電話等で人権教育センター（TEL 384-7411），教育支援課（TEL 382- 

9055）まで概要を報告し，7 日以内に報告書①を（様式１）により教育支援課へ 

提出する。 
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④ 緊急で校内の関係教職員による会議をもち，情報共有と協議（指導の方向性・聞取り

内容及び体制）を行うなど，組織的に対応する。 

⑤ 関係園児児童生徒はもちろん，周囲の園児児童生徒からも，発生状況や認識等の詳

しい聞き取りを行う。 

⑥ 関係児童園児生徒の保護者に，家庭訪問等により事象の内容や以降の学校の取組を

伝える。また，取組への協力を依頼する。 

⑦ 学活・集会等で「○○はいけない」式の指導のみを行ったり，表面的な謝罪をさせて

済ませたりするなど，短絡的な指導によって，差別意識を温存・助長することになら

ないようにする。 

 

（２） 初期対応報告以降の取組について 

初期対応の報告後，その事象の事実を確認・把握し合いながら，共に学習・協議する

機会をもつことが，社会的な解決に向けた取組を進めることにつながっていきます。当

該校・園においては，教育支援課・人権教育センターや関係機関と連携しながら，それ

ぞれが問題解決の主体者としての自覚を持ち，取組を進めてください。  

① 事象の差別性，事象発生の要因・背景等事象の分析を行う。 

② 分析をもとに，課題を明確化する。 

③ 課題解決のための短期的，中・長期的な取組を策定・実施する。 

④ 短期的，中・長期的な取組を策定した時点（１ヶ月以内）で，報告書②を（様式２）に 

より教育支援課へ提出する。 

⑤ 取組の結果は，校内人権教育部会等で報告し，共有を行う。 

 

（３） 報告以降について 

   必要に応じて，人権教育センター職員等が学校・園に訪問等させていただき， 

取組の進捗や結果の聞き取り，助言等をさせていただきます。  
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（様式１）                       ○○○ 第   号  

令和○○年○月○日  

 

（宛先）教育支援課長  

 

鈴鹿市立○○○○学校  

校長 ○○○○   

 

差別事象に関する報告書① 

〔初期対応報告〕 

 

次のとおり、○○○差別事象が発生しましたので、報告いたします。 

 

１ 発生日時 

 

２ 発生場所    

 

３ 事象の概要    

〇事象関係者の状況〔児童生徒、教職員〕（通報を含む） 

 

 

 

 

４ 事象発生直後の対応（初期対応） 

〇発生時の問題点の指摘及びケア・指導 

〇関係教職員による情報共有方法と共有内容 

 ・対応の体制・指導の方向性・聞き取り内容の確認・役割分担 等 

〇発生状況や認識等の聞き取り 

〇家庭訪問等による保護者等への報告・反応・連携 

〇市教育委員会への報告・相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 
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（様式２） 

○○○ 第   号 

令和○○年○月○日 

 

（宛先）教育支援課長  

 

鈴鹿市立○○○○学校 

校長 ○○○○ 

 

差別事象に関する報告書② 

〔初期対応以降の取組報告〕 

 

１ 事象の分析 

   ・事象発生の要因・背景（その言葉等を知った経緯，関連する個別的な人権課 

題に係る学習状況，対象児童生徒の置かれている状況 等） 

    ・差別性についての考察 

 

 

 

２ 解決すべき教育課題 

   ・分析から把握できた教育課題 

・自校の人権教育（人権教育推進計画，人権教育カリキュラム，日々の取組 

等） 

   ・初期対応についての振り返り 

 

 

 ３ 課題解決に向けた取組 

  ①短期的取組 

    ・要因や背景等をふまえた当該差別事象への具体的な取組（学校，家庭・地 

域との連携） 

    ・当該人権問題に係る教職員研修 

 

 

 

  ②中・長期的取組 

    ・短期的取組以降の関係園児児童生徒を中心とした実態把握 

・人権教育推進計画や人権教育カリキュラムへの反映と実践 

・いじめや差別を許さない仲間づくりの見直し 

・教育活動全般の見直し 

・教職員研修 

・次年度推進計画やカリキュラムへの反映 

 

 

 

 

 

印 
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令和４年度 中学生「子どもの人権ネットワーク2022」実施要項 

 
１ 実施目的 
   いじめや差別などの人権問題を自分の問題としてとらえ，主体的に考え，自らを見

つめて行動しようとする子どもの育成を図る。 

 

２ めざす子どもの姿 
   ○自分を豊かに表現できる子 

   ○人とのかかわりを通して，様々な人の思いや願いを受けとめられる子 

   ○差別をなくしていくために自分や仲間とともに高まっていく子 

   ○自分たちの経験や思いを出し合い，いじめや差別のない社会をつくろうとする子 

 

３ 対 象   
市内中学校に在籍する生徒 ［ 2021年度  ３校から16名の生徒が活動 ］ 

 

４ 会 場   
鈴鹿市人権教育センター 〔 鈴鹿市一ノ宮町500-46  TEL 384-7411 〕  

 

５ 内 容 
  ○集った仲間が様々な人との出会いや体験活動を通し，自分の思いを語り合うこと

で 

自分自身を振り返ったりしながら，仲間とのつながりを大切にしていく。 

○生徒会研修会などの機会をとらえて人権劇やメッセージを発表し，いじめや差別

をなくすために自分たちの活動を通して培った思いを発信する。 

○反差別の思いを発信していくことで，いじめや差別のない学校をともにつくろう

とする仲間を広げていく。 

 

６ スタッフ 
   鈴鹿市人権教育センター職員，及び，市内中学校教員 

 

７ 日 程  
原則 ： 19:00～20:30 (年間 18回程度) 

※ 木曜日を中心に開催予定 

     

８ 参加希望者の集約と報告について 
①人権教育センターから市内各中学校に案内チラシを届けます。 

②各学級でチラシを配付し，参加希望生徒は申込書に必要事項を記入し提出します。 

③中学校で参加希望生徒を取りまとめ，人権教育センターに報告をお願いします。 

 

９ その他 

◆ 生徒の移送については，保護者の協力を原則とします。 

◆ 後日，案内チラシを各校に配付します(５月中旬を予定）。 
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H２９

(2017)

H３０

(2018)

Ｒ１

(2019)

Ｒ２

(2020)

Ｒ３

(2021)

Ｒ４

(2022)

Ｒ５

(2023)

Ｒ６

(2024)

Ｒ７

(2025)

Ｒ８

(2026)

Ｒ9

(2027)

大木中校区 大木中 〇

天栄中校区 天名小 栄小

創徳中校区 飯野小 〇

千代崎中校区 千代崎中 〇

白鳥中校区 　 石薬師小 〇

白子中校区 　
白子中

学校区 〇

鼓ヶ浦中校区 　 鼓ヶ浦小 〇

鈴峰中校区 　 深伊沢小 〇

平田野中校区 平田野中 　 平田野中 〇

神戸中校区 河曲小 神戸小 〇

４　その他の研究発表会等

H２９

(2017)

H３０

(2018)

Ｒ１

(2019)

Ｒ２

(2020)

Ｒ３

(2021)

Ｒ４

(2022)

Ｒ５

(2023)

Ｒ６

(2024)

Ｒ７

(2025)

Ｒ８

(2026)

Ｒ9

(2027)

北勢同研
(鈴亀指定校)

亀山市

(加太小)

鈴鹿市

(白子中)

鈴鹿市

(石薬師

小)

鈴鹿市

(平田野中)

鈴鹿市

(栄小)

鈴鹿市

(　　　中)

鈴鹿市

(　　　小)

(県)人権教育総合

推進地域事業

平田野中

(中学校

区)

平田野中

(中学校

区)

白子中
(中学校

区)

白子中
(中学校

区)

(県)子ども支援

　ネットワーク・

アクション事業

鈴峰中

（中学校

区）

鈴教研委託

発表予定

清和小

郡山小

平田野中

加佐登幼

国府小

稲生小

創徳中

玉垣幼

白子小

庄野小

白子中

椿幼

神戸小

栄小

鼓ヶ浦中

栄幼

河曲小

天名小

天栄中

神戸幼

鈴西小

鼓ヶ浦小

神戸中

国府幼

若松小

一ノ宮小

白鳥中

旭が丘幼

椿小

牧田小

千代崎中

箕田幼

愛宕小

石薬師小

大木中

白子幼

桜島小

箕田小

鈴峰中

飯野幼

玉垣小

深伊沢小

平田野中

稲生幼

※北勢同研発表校については，上記３輪番表をもとにする。

○　原則として研修を重視し，全体会でのあいさつ等はおこなわない。

○　研究授業は５限目におこない，その後事後検討会をもつ。

○　研究内容の説明のための資料並びに指導案は，必要最小限の量とする。（A４用紙１０枚以内を原則）

　　　
３　輪番表

※今までに(県)人権教育総合推進地域事業を受託した中学校区…神戸中,千代崎中,大木中,鼓ヶ浦中，平田野中，白子中
※「子ども支援ネットワーク・アクション事業」は平成２８年度～平成３０年度県委託事業であった「子ども支援ネットワーク・グローイ
ングアップ事業」を発展させた県委託事業

中学校区人権教育研究推進（研究発表）等について

１　目的
  中学校区の人権教育カリキュラムに基づく実践研究の一環として，人権教育の研究発表並びに授業公開を鈴鹿市全体に
おこない，全市的な人権教育の向上を図る。

２　内容

○　単年度に２中学校区から各１校，研究発表並びに授業公開を行う。
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１ 鈴鹿市教育委員会関係 

研修会･研究会・事業名 期 日 開催校・実施校等 

中学校区人権教育研究推進(研究発表) 
１０月２７日（木） 

１１月１１日（金） 

神戸小（神戸中学校区） 

平田野中（平田野中学校区） 

人権教育研修講座（全 4 回） 

４月２０日（水） 

７月２９日（金） 

８月２３日（火） 

８月２６日（金） 

平田野中学校からハイブリッド型研修 

市役所 1203 

神戸小学校からハイブリッド型研修 

市役所 1203 

 

２ 三重県教育委員会関係 

研修会･研究会名 期 日 開催地・会場 

人権教育管理職研修会 
5 月 16 日（月） 

～6 月 17 日（金） 
動画による配信 

人権教育推進委員会代表者兼｢子ども

支援ネットワーク｣推進教員連絡会議 

【各校担当者 1名が出席予定】 

６月３０日（木） 県鈴鹿庁舎 

人権学習教材及び人権学習指導資料の

活用のための講座 

【夏季】8 月 4.5.19 日 

【冬季】12 月 26 日（月） 
県人権センター 

 

３ 北勢地区人権･同和教育研究発表会 

校種 地 域 発表校 期日 

小学校 四日市市 富洲原小学校 11月 21日（月） 

中学校 鈴鹿市 平田野中学校 11月 11日（金） 

 

４ 鈴鹿市人権・同和教育研究協議会，三重県人権教育研究協議会・全国人権教育研究協議会

関係 

研究会名 期 日 開催地 

第 35回「せいかつ」実践交流会 6月 10日（金） 県総合文化センター 

第 45回鈴同教実践研究大会 8月 25日（木） イスのサンケイホール 他 

第 56回三重県人権･同和教育研究大会 10月 15日(土)，16日(日) 南勢志摩(鳥羽市民体育館 他) 

第 73回全国人権・同和教育研究大会 11月 26日(土），27日(日) 奈良県 

会議名 期 日 場所 

人権教育推進担当者会 （各校 1名） 4月 26日(火)15:30-17:00 市役所 1203 

人権フォーラム担当者会（各校区 1名） 2月 14日(火)16:00-17:00 一ノ宮団地解放センター 

事務局校代表者会議  （各校区 1名） 2月 24日(金)16:00-17:00 一ノ宮団地解放センター 

2022（令和 4）年度 人権教育関係研修会等の予定について 
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通学路の安全確保について 
 

１ 通学路の指定 

  本市では，「交通安全」「防犯」「防災」の３つの観点で，学校が保護者や自 

治会，学校運営協議会等と連携して通学路の調査等を行い，安全性を考慮した 

上で，校長が通学路を指定することとなっています。 

 通学路の変更の際には届が必要ですので，教育支援課までご連絡ください。 

 

２ 鈴鹿市通学路交通安全プログラム 

  鈴鹿市通学路交通安全プログラムとは，通学路の安全確保及び危険箇所の 

改善を継続的に実施するために，通学路の総合的な安全対策の基本方針を定め 

策定したものです。鈴鹿警察署，国・県・市の道路管理者，教育委員会が連携 

協力して合同危険箇所点検を行ったり，関係部署による安全対策等を実施した 

りしています。 

  

 

３ 交通安全施設要望書（安全対策の実施に向けて） 

（１）交通安全施設等の設置や修繕等の要望は，自治会会長名で「交通安全施設 

要望書」を作成し，交通防犯課に提出します。 

（２）交通防犯課に提出された要望書は，申請の内容により，警察署や県・市の 

道路管理者等に振り分けられ，関係部署で検討され可能な範囲で対策が実 

施されます。 

 ※ 申請者の欄に校長連名で提出していただくことも可能です。 

 

 

 

 

 

4月校園長会資料 

【年間計画】 

5月 第 1回通学路危険箇所合同点検連絡会議…現状等の情報共有 

6月 小学校における危険箇所点検 

7月 中学校における危険箇所点検 

7月 第 2回通学路危険箇所合同点検連絡会議…学校からの情報整理・共有 

8月～１１月 合同危険箇所点検 

１１月  第３回通学路危険箇所合同点検連絡会議…合同点検実施箇所の対策検討 

2月 第 4回通学路危険箇所合同点検連絡会議…今年度の対策状況共有 
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４ 開発行為にかかる通学路の安全対策について 

   通学路沿いや近辺での開発行為（宅地分譲，太陽光発電施設の設置等）につい

ては，都市計画課から教育支援課へ情報提供があります。教育支援課では，早急

に関係小中学校へメールで情報提供をしております。 

つきましては，関係小中学校では以下の内容に留意して対応願います。 

 

（１）開発業者が学校を訪問しますので，管理職が対応し工事期間や通学路の安全対

策等について確認をしてください。また，受付日時や担当者も記録してくださ

い。 

（２）開発行為の開始日を受けた時点と開発行為が始まる直前に，学校だよりや学校

メール，ＨＰ等を通じて，保護者や地域の方々へ周知してください。 

（３）関係する通学路を通る児童生徒には，事前に開発箇所の説明や安全指導の徹底

をお願いします。 

 

５ 庁内掲示板による「道路工事届」及び「緊急工事」の確認について 

   昨年度から，鈴鹿市行政情報ネットワークシステムの庁内掲示板において道路

工事情報が掲載されるようになりました。緊急工事の際には教育支援課から関

係小中学校に電話で情報共有を行っておりますが，各学校におかれましても確

認していただき，児童生徒への登下校時における安全指導に役立てていただく

とともに，必要に応じて保護者や地域の方への周知をお願いします。 

 

６ まもってくれてありがとう運動について 

 令和４年度も，四季の交通安全運動と関連して，鈴鹿地区交通安全協会による

「まもってくれて ありがとう運動」が実施されます。 

   各期間，モデル校を中心に，横断歩道を渡り終えた児童が会釈してお礼の気持

ちを示すことで，運転手側に「止まらなければ」という気持ちを起こさせ，歩行

者優先のルールの遵守を浸透させ，交通事故の減少を図る取組となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施期間 モデル校 

春（４月６日から４月１５日）  桜島小 

夏（７月１１日から７月２０日）   

秋（９月２１日から９月３０日）   

冬（１２月１日から１２月１０日）   

4月校園長会資料 

71



※通学路注意喚起シートを作成しました。 
後日，各校１枚配布いたしますので，通学路の安全確保に 
ご活用ください。 
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校則の見直しについて 

１ 校則について 

文部科学省が示す「生徒指導提要」において，学校が教育目的を実現していく過

程において，児童生徒が遵守すべき学習上，生活上の規律として定められており，

小学校では「学校の決まり」「生活の決まり」，中学校では「校則」「生徒心得」など

と呼ばれています。 

今年度「生徒指導提要」が改訂される予定となっており，その中に「校則の見直

し」「児童生徒の関与」「校則のホームページへの掲載」などが盛り込まれる予定で

あることから，各校において準備をしておくことが必要です。 

※文部科学省ホームページ 生徒指導提要の改訂に関する協力者会議 最新の議

事要旨・議事録・配布資料 第７回配布資料 

資料１ 生徒指導提要の改訂に関する今後の流れ 

資料２ 生徒指導提要の改訂試案（目次） 

資料３ 生徒指導提要改訂試案 ｐ75～ｐ77 校則の運用・見直し 

 などを参照してください。 

 

２ 校則の根拠法令について 

校則について定める法令の規定はありませんが，判例では，学校が教育目的を達

成するために必要かつ合理的範囲内において校則を制定し，児童生徒の行動等に一

定の制限を課すことができ，校則を制定する権限は，学校運営の責任者である校長

にあるとされています。 

 

３ 校則の内容について 

校則の内容は，社会通念に照らして合理的とみられる範囲内で，学校や地域の実

態に応じて適切に定められることとなります。そのなかで，しつけや道徳，健康な

どに関する事項で細かいところまで規制するような内容は，校則とするのではなく，

学校の教育目標として位置付けた取組とすることや，児童生徒の主体的な取組に任

せることで足りると考えられています。 

＜校則の例＞ 

・通学に関するもの（登下校の時間，自転車の使用など） 

・服装，髪型に関するもの（制服，頭髪，身だしなみについてなど） 

・所持品に関するもの（不要物，金銭など） 

・欠席や早退の手続き 

・校外生活に関するもの（交通安全，校外での遊びなど） 

4月校園長会資料 
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４ 校則の見直しについて 

学校を取り巻く社会環境や児童生徒の状況は変化するため，校則の内容を定期的

に見直す必要があると考えます。 

 校則の内容の見直しは，最終的に教育に責任を負う校長の権限ですが，見直しに

ついて，児童生徒が話し合う機会を設けたり，PTAにアンケートをしたり，学校運

営協議会の議題に挙げたりするなど，児童生徒や保護者が何らかの形で参加して，

校則の見直しを学校づくりに活かすことが大切です。そうすることにより，校則に

対する理解を深め，校則を自分たちのものとして守っていこうとする態度を養うこ

とにつながり，児童生徒の主体性を培う機会にもなります。 

 

 

５ 生徒会研修会について   

６月：生徒会担当者に，昨年度からの校則の見直しについて各校の還流 

１０月：生徒会担当者会にて，今年度の校則の見直しについての取組を交流 

１２月：生徒会研修会にて，生徒会における校則見直しの取組について発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直しの視点は， 
 〇児童生徒の実情，社会の情勢に合っているか 
 〇合理的配慮がなされているか     等 
特に，「性の多様性を認め合い，誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例」（令
和 3年 4月 1日施行）を踏まえ，制服や頭髪等の規定から「男子」「女子」という
記載をなくしていく等，性の多様性に配慮した見直しが必要。 

37 
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１ 趣旨  

学校や保護者，地域からの要請を受けて，児童生徒や保護者を対象に下記の内容 

の範囲で教育支援課職員が講師として出前講座を実施し，問題行動の未然防止，

規範意識の向上，安全安心に向けた機運の醸成等を図ります。 

 

２ 開設講座内容   

     （１）携帯電話・インターネットの正しい使い方教室 

     （２）万引き防止教室 

     （３）薬物乱用防止教室 

     （４）連れ去り防止訓練 

     （５）不審者侵入対応訓練 

      ※ その他，生徒指導に関係する内容の出前講座については，学校と 

相談の上，可能な範囲で実施いたします。 

 

３ 出前講座の申し込みの流れ  

 

 

 

 

 

 

４ その他 

  ◇ 土曜日の教育活動における出前講座の受付は行いません。 

  ◇ パソコン，ビデオプロジェクター，スクリーン，マイク等の準備を依頼する

ことがあります。 

 

 

  教育支援課の出前講座について 

4月校園長会資料 

「出前講座申込書」 

（ＦＡＸ送信票:ネットフォルダ及び C4th書庫に格納） 

教育支援課へ提出 

（FAX：059-382-9053） 

教育支援課担当者から学校へ日程 

 及び 内容等の確認 

日程の決定 
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FAX送信票 

鈴鹿市教育委員会事務局教育支援課 行 FAX ３８２－９０５３ 
 

出前講座申込書 

申込日 令和  年  月  日 
 

１ 希望講座   ① 携帯電話，インターネットの正しい使い方教室 

② 万引き防止教室   

         ③ 薬物乱用防止教室 

         ④ 連れ去り防止訓練 

         ⑤ 不審者侵入対応訓練 

⑥ その他（          ） 

※ 希望講座に○をつけてください。 

２ 希望日  （第１希望）令和  年  月  日（  曜日） 

             時  分～  時  分 

（第２希望）令和  年  月  日（  曜日） 

             時  分～  時  分 

３ 会 場 

 

４ 内容における希望 

 

 

 

５ 参加学年・人数 

①全校  （     人） 

②学年単位（ 第   学年   人） 

６ 準備できるもの 

       ① プロジェクター  ② スクリーン 

       ③ ノートパソコン  ④ マイク 

 

     学校名                    

     担当者名                   

     電話番号                   

4月校園長会資料 
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令和３年度末　小中学校教職員人事異動集計表

鈴鹿市教育委員会

校長 教頭 教諭 養教 栄養教諭 事務 合計

純 　定　年 6 1 14 1 22

然 　早　期 1 2 3

退 退 　普　通 3 3

職 　小　計 7 1 19 1 28

県・県教委へ 3 3

割 市・市教委へ 2 5 11 18

愛 県立学校へ

退 附属学校へ 1 2 1 4

職 職 県外へ 1 1

　小　計 2 6 17 1 26

　　計 9 7 36 1 1 54

転任 7 9 107 2 2 9 136

異 昇任 6 7 7 1 21

採用 4 7 44 3 58

動 小 24 24

中 11 2 13

計 35 2 37

校長 教頭 教諭 養教 栄養教諭 事務 合計

充指導主事等へ 1 1
北勢地域内（鈴鹿市以外）へ 10 10

転 北勢地域外（津・松阪より南）へ 1 4 1 6

異 北勢地域内から鈴鹿市へ 1 15 1 1 18

任 北勢地域外から鈴鹿市へ 7 7

動 充指導主事から

　転　任　小　計 2 37 2 1 42

の 教頭から校長 6 6

昇 教諭（主幹・指導含）から教頭 6 6

詳 教諭（事務局等含）から主幹教諭 2
教諭（事務局等含）から指導教諭 5

細 充指導主事から校長・教頭

任 学栄・事務職員 1 1
市外へ 1 1
市外から

　昇　任　小　計 6 7 7 1 14
県・県教委から 1 1 2

採 市・市教委から 4 5 6 1 16

用 県立学校から

の 附属学校から 1 2 3

詳 その他

細 事務局等からの採用　小計 4 7 9 1 21
新規採用 35 2 37
　　計 4 7 44 3 58

校長 教頭 教諭 養教 栄養教諭 事務 合計

市内　小→小へ 9 11 39 1 5 65
市内　中→中へ 2 26 28
市内　中→小へ 1 1 1 1 1 5
市内　小→中へ 1 1 4 2 8

　　計 13 13 70 2 8 106

教諭等一般職員の市内異動数 80

令和４年４月１日予定

採用のうち新規採用教職員

市
内
転
任
の
詳
細

令和４年度の配置数

小 中

主幹教諭 １ ３

指導教諭 ８ ３
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令和４年度 教職員定数状況 

令和４年４月１日 

令和４年度 小中学校県費教職員定数状況 

 小学校 中学校 合 計 

本年度定数 Ａ ７０５ ３５５．５ １０６０．５ 

前年度定数 Ｂ ６９０．５ ３５０．５ １０４１ 

前年度差 Ａ－Ｂ ＋１４．５ ＋５．０ ＋１９．５ 

備 考 ＜Ｒ４＞ 

標準学級 448 

実学級  469 

＜Ｒ３＞ 

標準学級 441 

実学級  462 

＜学級増減＞ 

標準学級 ＋７ 

 実学級  ＋７ 

＜Ｒ４＞ 

標準学級 177 

実学級  189 

＜Ｒ３＞ 

標準学級 173 

実学級  187 

＜学級増減＞ 

標準学級 ＋４ 

実学級  ＋２ 
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R 3 / 1 / 2 6    

 

令 和 ４ 年 度 定 例 「 校 長 会 」 年 間 計 画  

                               

月  日（曜日）  場所（時間）  

４ １１（月）  １２０３大会議室 ９：００～１２：００（校園長会） 

５ １２（木） １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

   ７  ４（月） １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

８ ２２（月） １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

１０ １３（木） １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

１１ ２９（火） １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

１  ５（木） １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

２  １０（金） ５０２・５０３大会議室 ９：００～１２：００ 

＊臨時校長会  ・・・・３月（人事）  
                〔校園長会になる場合はその都度連絡します。〕 

 

 

 

令 和 ４ 年 度 定 例 「 教 頭 会 」 年 間 計 画   

 

月  日（曜日）  

 

場所（時間）  

 
４ ２０（水）  １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

１１ ７（月）  １２０３大会議室 ９：００～１２：００ 

１ ２３（月）  ５０２・５０３大会議室 ９：００～１２：００ 

 

 

 

校園長会資料 
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鈴教学 133号 

令和４年４月 日 

 

（宛先）小中学校長 

鈴鹿市教育委員会事務局 

学校教育課長 

 

 

労働基準法第 36条に関する協定書の締結について 

 

このことについて，鈴鹿市立小中学校において労働基準法の第 36条第１項に記載されて

いる事項（時間外及び休日の労働）に関する協定書（通称「サブロク協定」）を締結してい

ます。 

つきましては，（別紙）「労働基準法第 36条に関する協定書締結までの流れ」を御参照の

上，下記の提出文書の御提出をお願いします。 

 

 

記 

 

１ 提出文書    時間外労働及び休日労働に関する協定書（4部） 

時間外労働・休日労働に関する協定届（4部） 

         「労働基準法第 36条に基づく協定の締結にあたっての 

代表者について」の写（1部） 

 

２ 提 出 先    鈴鹿市教育委員会事務局学校教育課教職員 G 

 

３ 締  切    令和４年５月 11日（水） 

           ※提出期限の厳守に御協力ください 

 

４ 添付資料 （校長個人メールでも送付します。） 

 （１）（別紙）労働基準法第 36条に関する協定書締結までの流れ 

 （２）対象職員への説明マニュアル（鈴鹿市公立学校長用） 

（３）【○○小中】時間外労働及び休日労働に関する協定書 

（４）【○○小中】時間外労働・休日労働に関する協定届 

（５）協定届●(記載例) 

 （６）【配布資料１】労働基準法第 36条に基づく協定の締結について 

（７）【配布資料 2】協定の締結にあたっての代表者について（作成例） 

（８）（別表）組合加入構成表 

（９）（参考）三六協定指針 

（事務担当）鈴鹿市教育委員会事務局 学校教育課 教職員Ｇ  米村 
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鈴教学 第 73号  

令和 4 年 4月 6日 

 

（宛先）各小中学校長 

 

鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

 

 

    令和 4年度自己評価及び学校関係者評価の報告について（依頼） 

 

 このことについて，下記のとおり報告願います。 

 

記 

 

１ 送付文書 

① 令和 4年度 学校自己評価書（様式） 

② 令和 4年度 学校関係者評価書（様式） 

 

 

２ 提出期限 

令和 5年 2月 22日（水） 

 

３ 提出部数 

② を紙文書で 1部（A４サイズでの提出をお願いします。） 

 

４ 報告先 

   学校教育課 教職員グループ 

 

５ その他 

  ・評価資料等がある場合は添付してください。 

  ・学校関係者評価の実施時期等の都合により，提出が遅れる場合は担当ま

でお知らせください。 

 

 

 

【事務担当：学校教育課 教職員Ｇ 奥山 Tel:382-7618】 
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　　　　　　　　　　　ＮＯ．

今後の改善点

令和４年度　学校自己評価書（様式）
※令和４年度より，評価項目に次の４つは必ず入れてください。
【学力向上】【ICTの活用】【長欠減少】【地域連携】
それ以外に，重点目標にしている項目があれば５つ目以降に挙げてくださ
い。

鈴鹿市立○○小学校 　

評
価
項

本年度の活動（具体的な手立て）と指標

学
力
向
上

１　授業改善
　　・全教員の研究授業の実施
　　　→学校アンケートによる検証
２　基礎学力の向上
　　・家庭学習の充実
　　　→家庭学習時間の増加
　　・習熟度学習の充実
　　　→定期テスト等で個人の変化を把握
（成果と課題）
・学校アンケートの「授業がわかりやすい」の数値が向上し
た。
　（○○％→□□％）
・１日の平均家庭学習時間が増加した。
　（○○分→□□分）
・定期テストでの知識理解の項目の正答率が上昇した。
　（○○％→□□％）
・授業スタイルを確立したことにより，授業の流れがわかりや
すくなり，児童の学習意欲向上につながった。
・習熟度別学習の課題の準備が不足していた。
・「家庭学習のてびき」を作成したことにより，学習内容が明
確に伝わった。

・授業改善において，より自分の考えを表現でき
る場を設ける必要がある。これまでの取り組みの
成果を生かしつつ，さらに質の高い授業作りに向
けて研修を深める必要がある。
・家庭学習時間の上昇だけでなく，質的な充実を
目指す必要がある。
・習熟度別学習で行った課題を各学年で蓄積し，
系統性のある指導を行う必要がある。

地
域
連
携

１　家庭学習の定着・時間増加

２　家庭におけるゲーム・スマホ使用時間の減少

（成果と課題）

長
欠
減
少
（成果と課題）

I
C
T
の
活
用

（成果と課題）

（成果と課題）

見本

本年度，研修や取組等で重点的な

活動内容を端的に記述する。また，

その進捗状況を確認できる指標を

記述する。

その場合，出来る限り定量的な成

学校関係者評価に関わる全員が見やすく，わかりやす

い評価書になるように工夫してください。また，関係者評

価に関わる会議等には詳細な別資料を準備するなど簡

４項目以外に，特別支援

教育，生徒指導，人権教

育，業務改善，教職員の

働き方改革など学校とし

検証方法での達成状況を数値等を使って記述する。
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　　　　　　　　　　　ＮＯ．

学校関係者評価 今後の改善点

令和４年度　学校自己評価書（様式）
※令和４年度より，評価項目に次の４つは必ず入れてください。
【学力向上】【ICTの活用】【長欠減少】【地域連携】
それ以外に，重点目標にしている項目があれば５つ目以降に挙げてくださ
い。

鈴鹿市立○○小学校 　

評
価
項

本年度の活動（具体的な手立て）と指標

学
力
向
上

１　授業改善
　　・全教員の研究授業の実施
　　　→学校アンケートによる検証
２　基礎学力の向上
　　・家庭学習の充実
　　　→家庭学習時間の増加
　　・習熟度学習の充実
　　　→定期テスト等で個人の変化を把握
（成果と課題）
・学校アンケートの「授業がわかりやすい」の数値が向上した。
　（○○％→□□％）
・１日の平均家庭学習時間が増加した。
　（○○分→□□分）
・定期テストでの知識理解の項目の正答率が上昇した。
　（○○％→□□％）
・授業スタイルを確立したことにより，授業の流れがわかりやす
くなり，児童の学習意欲向上につながった。
・習熟度別学習の課題の準備が不足していた。
・「家庭学習のてびき」を作成したことにより，学習内容が明確
に伝わった。

・授業の様子に活気が見られ，子どもたちに意
欲が見られた。ただ，教室によってばらつきが
あったため，さらに深めることが望まれる。
・保護者として家庭学習に内容はよくわかるよ
うになった。読書活動も取り入れてはどうか。

I
C
T
の
活
用

（成果と課題）

長
欠
減
少
（成果と課題）

地
域
連
携

１　家庭学習の定着・時間増加

２　家庭におけるゲーム・スマホ使用時間の減少

（成果と課題）

（成果と課題）

・児童理解を深める等の研修
を行い，児童の実態に沿った
学習を計画し，どの学級でも
意欲的な姿が見られるよう研
修を深める必要がある。
・月単位や週単位で強化する
内容（読書や体力づくり等）
を決めて取組む必要がある。

見本

本年度，研修や取組等で重点

的な活動内容を端的に記述

する。また，その進捗状況を

確認できる指標を記述する。

その場合，出来る限り定量

学校関係者評価に関わる全員が見やすく，わかり

やすい評価書になるように工夫してください。また，

関係者評価に関わる会議等には詳細な別資料を準

４項目以外に，特別支援

教育，生徒指導，人権教

育，業務改善，教職員の

働き方改革など学校とし

検証方法での達成状況を数値等を使って記述
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令和３年度 学校における働き方改革の推進状況について 

１ 令和３年度鈴鹿市の目標 

 ○成果指標の目標値 

  ・月４５時間を超える時間外職員の年間延べ人数（小中）を０人 

  ・年間３６０時間を超える時間外職員を０人 

・1人当たりの月平均時間外労働時間を３０時間以下 

  ・1人当たりの年平均休暇取得を２２日 

 ○活動指標の目標値 

  ・定時退校日に定時に退校できた職員の割合‥‥９０％以上 

  ・部活動休養日を実施した割合‥‥‥‥９５％以上 

  ・会議時間の短縮････････７０％以上 

（放課後に開催され 60分以内に終了する会議の割合） 

 

２ 令和３年度の鈴鹿市の結果 

（１）時間外職員の年間延べ人数（小中） 

 R3（～2 月） R2 R2 年度比 

月 80 時間超 62 人 76 人 81.6 ％ 

月 45 時間超 1158 人 900 人 128.7 ％ 

年 360 時間超 274 人 240 人 114.2 ％ 

 

（２）時間外労働時間 

 R3(～2 月) R2 R2 年度比 

小中学校 23.6 時間 23.0 時間 0.6 ％増 

小学校 26.5 時間 22.1 時間 4.4 ％増 

中学校 24.4 時間 22.3 時間 2.1 ％増 

 

（３）休暇取得 

 R3(～2 月) R2 R2 年度比 

小中学校 20.82 日 17.94 日 2.88 日増 

小学校 21.47 日 18.34 日 3.13 日増 

中学校 19.20 日 17.14 日 2.06 日増 
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（４）統一した 3項目の取組状況（上.下半期の結果より） 

  小学校 中学校 

定時退校日 

の設定 

1 年間に定時退校日を設定した日数の

平均（日） 
23.4 日 22.7 日 

定時退校日の定時に退行できた職員の

割合（％） 
72.9% 87.3% 

部活動休養日 

の設定 

計画通りに休養日を設定した部活動の

割合（％） 
 100.0% 

会議時間 

の短縮 

取組の対象とした会議数の平均（回） 45.3 回 84.8 回 

60 分以内に終了した会議の割合

（％） 
67.5% 71.3% 
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鈴鹿市立学校における教育職員の在校等時間の上限等に関する方針 

令和２年４月１日 

鈴鹿市教育委員会 

１ 趣旨 

近年，教育職員（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する

特別措置法（昭和 46 年法律第 77 号。以下「給特法」という。）第２条第２

項に規定する教育職員をいう。）の業務が長時間に及ぶ深刻な実態が明ら

かになっており，持続可能な学校教育の中で効果的な教育活動を行うため

には，学校における働き方改革が急務となっている。また，平成 30 年７月

に公布された働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律

（平成 30 年法律第 71 号）により，労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）

第 36 条第１項の協定（以下「36 協定」という。）について時間外労働の限

度時間が規定された。 

公立学校の教育職員については，正規の勤務時間（給特法第 6 条第 1 項

に規定する正規の勤務時間をいう。以下同じ。）外に行われる公立の義務教

育諸学校等の教育職員を正規の勤務時間を超えて勤務させる場合等の基

準を定める政令（平成 15 年政令第 484 号）第２号に掲げる業務（以下「超

勤４項目」という。）以外の業務については，時間外勤務（同令第１号に規

定する時間外勤務をいう。以下同じ。）を命じないものとされているが，正

規の勤務時間外に校務として行われる業務については，当該業務が時間外

勤務を命じられて行うものでないとしても学校教育活動に関する業務で

あることについて正規の勤務時間内に行われる業務と変わりはなく，こう

した業務も含めて教育職員が業務を行う時間を管理することが，学校にお

ける働き方改革を進める上で必要不可欠である。 

このような状況を踏まえ，国は，給特法第７条第１項の規定に基づき，

公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督

する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき

措置に関する指針（以下「指針」という。」）を定めた。 

鈴鹿市においても，教育職員の業務が長時間に及ぶ実態は深刻であって，

直ちに解消しなければならない喫緊の課題となっており，鈴鹿の教育を持

続的にさらに良いものへと発展させていくため「学校における働き方改革」

を進めていく必要がある。 

そこで，鈴鹿市教育委員会（以下「市教育委員会」という。）は，指針及

び教育委員会規則第２条第３項の規定に基づき，鈴鹿市立学校（以下「学

校」という。）における教育職員の在校等時間の上限等に関する方針を次の

ように定める。 

校園長会資料  
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２ 対象の範囲 

本方針に掲げる措置は，市教育委員会が所管する学校における給特法第

２条第２項に規定する教育職員全てを対象とするものとする。なお，市教

育委員会が所管する学校におけるそれ以外の職員（事務職員，学校栄養職

員等）については，36 協定における時間外労働の限度時間を適用する。 

 

３ 業務を行う時間の上限 

(1) 「勤務時間」の考え方 

教育職員は，社会の変化に伴い児童生徒等がますます多様化する中

で，語彙，知識，概念がそれぞれ異なる一人一人の児童生徒等の発達

の段階に応じて，指導の内容を理解させ，考えさせ，表現させるため

に，言語や指導方法をその場面ごとに選択しながら，適切なコミュニ

ケーションをとって授業の実施をはじめとした教育活動に当たること

が期待されている。このような教育職員の専門性や職務の特徴を踏ま

え，また，教育職員が超勤４項目以外の業務を行う時間が長時間化し

ている実態も踏まえると，正規の勤務時間外にこうした業務を行う時

間も含めて教育職員が働いている時間を適切に把握することが必要で

ある。 

このため，教育職員が学校教育活動に関する業務を行っている時間

として外形的に把握することができる時間を当該教職員の「在校等時

間」とし，市教育委員会が管理すべき対象とする。 

具体的には，正規の勤務時間外において超勤４項目以外の業務を行

う時間も含めて教育職員が在校している時間を基本とし，当該時間に，

以下に掲げるイ及びロの時間を加え，ハ及びニの時間を除いた時間を

在校等時間とする。ただし，ハについては，当該教育職員の申告に基

づくものとする。 

イ 校外において職務として行う研修への参加や児童生徒等の引率等

の職務に従事している時間として市教育委員会が外形的に把握する

時間 

ロ 市教育委員会が定める方法によるテレワーク（情報通信技術を利

用して行う事業場外勤務）等の時間 

ハ 正規の勤務時間外に自らの判断に基づいて自らの力量を高めるた

めに行う自己研鑽の時間その他業務外の時間 

ニ 休憩時間 

(2) 上限時間の原則 

学校の教育職員の在校等時間から所定の勤務時間（給特法第６条第
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３項各号に掲げる日（代休日が指定された日を除く。）以外の日におけ

る正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を除いた時間を，以下に掲げる

時間の上限の範囲内とするため，教育職員の業務量の適切な管理を行

うこととする。 

イ １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１箇月の合

計時間（以下「１箇月時間外在校等時間」という。） 45 時間 

ロ １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１年間の合

計時間（以下「１年間時間外在校等時間」という。） 360 時間 

(3) 児童生徒等に係る臨時的な特別な事情がある場合の上限時間 

児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加

等に伴い，一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得

ない場合においては，３(2)の規定にかかわらず，教育職員の在校等時

間から所定の勤務時間を除いた時間を，以下に掲げる時間及び月数の上

限の範囲内とするため，教育職員の業務量の適切な管理を行うこととす

る。 

イ １箇月時間外在校等時間 100 時間未満 

ロ １年間時間外在校等時間 720 時間 

ハ １年のうち１箇月時間外在校等時間が 45 時間を超える月数 ６月 

ニ 連続する２箇月，３箇月，４箇月，５箇月及び６箇月のそれぞれの

期間について，各月の１箇月時間外在校等時間の１箇月あたりの平均

時間 80 時間 

 

４ 市教育委員会が講ずべき措置 

 (1) 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）等において，タイムカー

ドによる記録，電子計算機の使用時間の記録等の客観的な方法その他

の適切な方法による勤務時間の把握が事業者の義務として明確化され

たことを踏まえ，教育職員が在校している時間は，ＩＣＴの活用やタイ

ムカード等により客観的に計測すること。また，校外において職務に従

事している時間についても，できる限り客観的な方法により計測する

こと。また，当該計測の結果は公務災害が生じた場合等において重要な

記録となることから，公文書としてその管理及び保存を適切に行うこ

と。保存期間は５年とすること。 

(2) 休憩時間や休日の確保等に関する労働基準法等の規定を遵守するこ

と。 

(3) 教育職員の健康及び福祉を確保するため，以下の事項に留意するこ

と。 
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イ 在校等時間が一定時間を超えた教育職員に医師による面接指導を

実施すること。 

ロ 終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保する

こと。 

ハ 教育職員の勤務状況及びその健康状態に応じて，健康診断を実施す

ること。 

ニ 年次有給休暇についてまとまった日数連続して取得することを含

めてその取得を促進すること。 

ホ 心身の健康問題についての相談窓口を設置すること。 

ヘ 必要に応じて，産業医等による助言・指導を受け，又は教育職員に

産業医等による保健指導を受けさせること。 

(4) 各学校において時間外在校等時間の上限が遵守されるよう，抜本的

な業務削減など，必要な環境整備を行うこと。 

また，上限方針を踏まえた各学校における取組の実施状況を把握する

こと。その状況を踏まえ，在校等時間の長時間化を防ぐための業務の分

担の見直しや適正化，必要な環境整備等の取組を実施すること。特に，

教育職員の在校等時間が本方針で定める上限時間の範囲を超えた場合

には，各学校における業務や環境整備等の状況について事後的に検証を

行うこと。 

(5) 教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉を

図るために講ずべき措置に関し，市長の求めに応じて実施状況等につ

いて報告を行い，専門的な助言を求めるなど連携を図ること。 

(6) 本方針の内容について，保護者及び地域住民その他の関係者の理解

が得られるよう，それらの者に対して広く本方針の周知を図ること。 

 

５ 留意事項 

(1) 勤務時間について 

   学校の業務は，「上限時間」を超えないことが前提となること。ただ

し，学校の業務は本来，正規の勤務時間で終われるように調整するべ

きものであること。 

(2) 上限時間について 

校長等の学校の管理職及び教育職員並びに教育委員会等の関係者は，

指針及び本方針が，教育職員が上限時間まで業務を行うことを推奨する

ものと解してはならず，また，学校における働き方改革の総合的な方策

の一環として策定されるものであり，在校等時間の長時間化を防ぐため

の他の取組と併せて取り組まれるべきものであることに十分に留意し
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なければならない。決して，在校等時間の長時間化を防ぐための取組を

講ずることなく，学校や教育職員に対し，上限時間を遵守することを求

めるのみであってはならない。 

(3) 臨時的な特別な事情について 

    臨時的な特別な事情とは，児童生徒の生命や安全を守るために緊急

に対応を要する場合とする。 

  臨時的な特別な事情に該当し，時間外在校等時間が，月あたり 45 時

間を超えた場合でも，年間 360 時間の上限時間が守られるよう，教育職

員の適切な勤務時間管理を行うこと。 

 (4) 虚偽の記録等について 

教育職員の在校等時間について形式的に上限時間の範囲内とするこ

とが目的化し，授業など教育課程内の学校教育活動であって真に必要な

活動であるものをおろそかにすることや，実際の時間より短い虚偽の時

間を記録し，又は記録させることがあってはならない。 

(5) 持ち帰り業務について 

本来，業務の持ち帰りは行わないことが原則であり，上限時間を遵守

することのみを目的として自宅等に持ち帰って業務を行う時間が増加

することは，厳に避けなければならない。仮に業務の持ち帰りが行われ

ている実態がある場合には，その実態把握に努めるとともに，業務の持

ち帰りの縮減に向けた取組を進めるものとする。 

 

   附 則 

この方針は，令和２年４月１日から適用する。 
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令和4年度 学校における働き方改革の推進

教職員の業務負担の軽減を図り、限られた時間の中で授業の改善や子どもたちと向き合う時間を確保しながら、日々の生活
の質や教職員としての人生を豊かにすることで、自らの人間性や創造性を高め、より効果的な教育活動を持続的に行います。

目 的

１ 教育ICTの推進
・ 校務支援システムを活用した出退勤時間の客観的かつ外形的な把握の
推進
・ ICTを活用した有効な授業方法や資料の提供・共有化
・ 会議等のオンライン化による業務削減を検討
２ 専門家や外部人材の配置
・ スクールライフサポーター21校（20人） ・外国人指導助手15校（８人）
・ スクール・サポート・スタッフ 小中学校40校配置
・ 学習指導員 小中学校34校配置
・ スクールカウンセラー40校（11人）、スクールソーシャルワーカー１人配置

３ 鈴鹿市運動部活動指針の一層の徹底
・ 始業前又は放課後等活動日の見直しや副顧問等との指導時間のｼｪｱ

４ 時間外の問合せ対応のための留守番電話の設置等の推進

５ 学校における働き方改革の推進に係る文書の発出

１ 教育委員会が推進する事業・業務等の見直し
・ 上限時間の遵守を前提とした事業・業務等の推進
・ 調査・会議・研修会の一層の見直し
・ 各種調査等に係るデータの共有

２ 県及び市町と学校が一体となった取組
・ 「定時退校日の設定」「部活動休養日の設定」「会議時間の短縮」の統一
３項目の一層の推進

・ 設定した日の定時に退校できた職員の割合90％以上を目指す。
・ 予定通り休養日を実施できた部活動の割合95％以上を目指す。
・ 放課後に開催して60分以内に終了した会議の割合70％以上を目指す。
・ 休暇取得促進のための学校閉校日設定の取組の推進（5日）

上限時間 ① １か月の時間外労働時間について、45時間以内
② １年間の時間外労働時間について、360時間以内 （月平均30時間）

学校における働き方改革推進のための環境整備等

抜本的な業務削減に向けた業務分担の見直しや適正化

学校における働き方改革の推進に向けた考え方

１ 勤務時間について
・ 学校の業務は「上限時間」を超えないことが前提である。ただし、学校の業
務は本来、正規の勤務時間で終われるように調整すべきものである。

２ 教育委員会における上限時間に基づく目標等の設定
・ 年360時間、月45時間を超える時間外労働者を０人を目指す。
・ １人当たりの月平均時間外労働時間を30時間以下を目指す。
・ １人当たりの年平均休暇取得の目標日数22日を目指す。
３ 教育委員会及び学校の主体的な取組の推進
・ 教育委員会は、教職員の健康及び福祉の確保を図るために一定の責務が
あることをふまえる。
・ 教育委員会は、教育行政を推進するにあたり、「上限時間」は超えてはなら
ない時間であり、法的拘束力があることをふまえる。
・ 教育委員会及び学校は、労使協議の結果をふまえ、実情に応じた取組を
主体的に推進する。
・ 県及び市町と学校が一体となった取組を組み合わせて改革を推進する。
・ 関係者が一体となって取組を推進する。

４ 児童生徒に係る臨時的な特別な事情への対応
・ 月あたり45時間を超えたとしても、年間360時間が守られるよう取り組む。
・ 労使で確認したうえで教育委員会や校長が状況に応じて臨時的な特別な
事情に該当するかを判断する。

５ 「上限時間」を超えた場合の対応
・ 状況の把握とその状態を解消できるよう業務の削減や、業務の見直しを進
めるなどの措置を講じる。

６ 定期的に検証する場の設定
・ 「上限時間」の遵守の状況について、教委や学校において労使で定期的に
検証する。

鈴鹿市教育委員会
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１　実績集計値等 R3 R2 R1 H30 R3 R2 R1 H30

対象者総数 A 3,157 3,148 2,995 3,011

受検者総数 B 2,967 2,968 2,849 2,894

高ストレス判定者数 C 334 320 346 317 11.3% 10.8% 12.1% 11.0%

未受検者数 D 190 180 146 117 6.0% 5.7% 4.9% 3.9%

受検勧奨者数 E 5 5 45 12 2.6% 2.8% 30.8% 10.3%

２　高ストレス判定者　部局別集計

合計人数 正規 再任用 ﾌﾙﾀｲﾑ ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ 合計人数 休職者等 受検勧奨者数

23 8.7% 2 2 0 0 0

38 15.8% 6 6 1 1 0

113 12.4% 14 14 5 5 0

212 12.7% 27 17 1 9 5 5 0

110 10.0% 11 6 5 2 2 0

58 15.5% 9 8 1 2 2 0

379 10.3% 39 22 2 10 5 39 39 0

184 17.9% 33 29 4 9 9 0

50 12.0% 6 6 2 2 0

94 11.7% 11 11 2 2 0

77 26.0% 20 20 5 5 0

41 12.2% 5 5 2 2 0

1,270 10.5% 133 130 3 97 92 5

206 4.4% 9 9 15 15 0

112 8.0% 9 8 1 4 4 0

2,967 11.3% 334 293 4 32 5 190 185 5

３　高ストレス判定者　年齢別集計

人数 割合 人数 割合 人数 割合

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

14 4.2% 7 6.0% 7 3.2%

45 13.5% 20 17.1% 25 11.5%

53 15.9% 17 14.5% 36 16.6%

34 10.2% 10 8.5% 24 11.1%

33 9.9% 6 5.1% 27 12.4%

39 11.7% 7 6.0% 32 14.7%

69 20.7% 22 18.8% 47 21.7%

32 9.6% 18 15.4% 14 6.5%

13 3.9% 9 7.7% 4 1.8%

2 0.6% 1 0.9% 1 0.5%

334 100.0% 117 100.0% 217 100.0%

６０歳～６４歳

６５歳～６９歳

計

３０歳～３４歳

３５歳～３９歳

４０歳～４４歳

４５歳～４９歳

５０歳～５４歳

５５歳～５９歳

全体 小・中学校関係 小・中学校関係以外

１８歳～１９歳

２０歳～２４歳

２５歳～２９歳

その他

教育委員会

消防本部

上下水道局

計

年齢別

都市整備部

未受検者数

危機管理部

政策経営部

総務部

地域振興部

文化スポーツ部

環境部

子ども政策部

健康福祉部

産業振興部

土木部

高ストレス判定率C/B

未受検率D/A

受検勧奨率E/D

受検者
高ストレス
判定者割合

高ストレス判定者数

令和3年度ストレスチェック実施実績

受検率B/A 94.0% 94.3% 95.1% 96.1%
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鈴 教 学 第 7 4 号  

令和 4年 4月 日 

（宛先）各小中学校長 

鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

 

 

教職員の服務規律の徹底について（通知） 

 

このことについては，これまでも児童生徒及び保護者，地域から信頼される学校づ

くりに向け，様々な機会を通じ繰り返し教職員への徹底をお願いしているところです。 

年度当初にあたり，改めてすべての教職員に服務規律の徹底について自覚を促すと

ともに，コンプライアンス意識の醸成を図っていただくよう強くお願いします。 

 

記 

 

１ 「鈴鹿市立幼小中学校（園）コンプライアンス推進大綱」（平成 25年 4月 1日策 

定）に基づいた行動規範を行うとともに，新型コロナウイルス感染症拡大防止に努

めること。 

２ 勤務時間中は職務に専念すること。 

・勤務時間中における携帯電話・スマートフォン等の不必要な利用を行わないこと。 

３ 個人情報等の厳格な適正管理を徹底すること。 

  ・別添令和元年１０月２４日付け鈴教学 1765号に基づき対応すること。 

４ 各教室の鍵や学校備品等は適正に管理保管し，紛失や破損を防ぐこと。 

５ 学校施設に異常が認められた時は，速やかに管理職に報告すること。 

６ 交通事故に遭った際には，加害被害を問わず，速やかに管理職に報告すること。 

７ 体罰，パワーハラスメントやセクシャルハラスメントと受け止められる行為を行

わないこと。 

８ 様々な危機発生時等には，管理職に遅滞なく報告すること。 

９ 在宅勤務の実施に当たっては，別途「鈴鹿市立学校における新型コロナウイルス

感染拡大防止に伴う在宅勤務に関する要綱」に基づき適正に勤務すること。 

  

 

 

 

 

【事務担当：鈴鹿市教育委員会事務局 学校教育課 教職員グループ】 

校園長会資料 
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                        教委第２０－３５６号 

令和３年１２月２日 
  
各市町等教育委員会教育長 様 

各 県 立 学 校 長 様 
 

三重県教育委員会教育長   
 

   教職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について（通知） 

 

このことについては、学校教育に対する県民の関心がますます高まるなか、かねてから

注意を喚起し、貴職におかれても格段の配慮をいただいているところです。 

 県教育委員会は、令和３年３月１１日に、「不祥事根絶に向けた対応策について」を発

出し、県教育委員会、市町等教育委員会、学校が一丸となって不祥事の根絶と教育の信頼

回復に向けて全力で取り組んできました。 

 しかしながら、本年度、自家用車内での生徒との不適切な行為や交通事故による懲戒処

分事案が発生するなど、県民の教育に対する信頼を損なう事案が生じています。 

教職員は常に自己の使命と職責の重大さを認識し、自らを厳しく律し、教育に対する県

民の信頼の確保に努める必要があります。年末・年始を迎えるにあたり、下記事項につい

て全教職員へ周知していただき、教職員の綱紀粛正及び服務規律の確保に、改めて格段の

注意を払われるようお願いします。 

あわせて、今年度作成した教職員向けコンプライアンス・ハンドブック「不祥事根絶に

向けて」を活用し、実際に生じた事例を参考にした種別ごとの事例シートを用いて、不祥

事発生に係る原因や背景及び対応策を考える機会を設定するなど、不祥事根絶に向け、校

長のリーダーシップのもと、教職員一人ひとりが不祥事根絶を他人事と捉えることなく、

改めて自分事として自覚して行動することにつながる取組を進めてください。 

各市町等教育委員会にあっては、これらのことを所管の校長に周知し、その趣旨の徹底

と適切な指導を図られるようお願いします。 

 

記 

 

１ わいせつ行為等の根絶について 

児童生徒の成長に直接関わる教職員の盗撮等を含むわいせつ行為、セクシュアル・ハ

ラスメント等はあってはならないことである。令和２年９月に「懲戒処分の指針」を一

部改正し、「児童生徒に対し、わいせつ行為をした教職員等は、免職とする。」とした

ところであり、程度にかかわらず断じて許されるものではないことを教職員一人ひとり

が再認識するよう、所属職員へ周知徹底すること。また、今年度、県立学校において実

施した「わいせつ行為、セクシュアル・ハラスメントに関するアンケート調査」で生徒

から回答があった学校においては、その内容を踏まえ、生徒との関わり方、生徒に対す

る言動を見つめ直す機会を設定するなど、わいせつ行為等の根絶に万全を期すこと。 

わいせつ行為等は、職務に関係のない個人的なＳＮＳやメールのやりとりをきっかけ

としている場合があることから、「県立学校における教職員と生徒・保護者とのＳＮＳ

等の使用に係る適切な取扱いについて」などを参考のうえ、ＳＮＳ等の使用に係る適切

な取扱いについて徹底すること。また、他の教職員の目が行き届きにくい空間や自家用

写 
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車内で児童生徒と１対１で対応している状況で発生していることから、他の教職員の目

が行き届きにくい空間での児童生徒への１対１の対応は行わないこと。やむを得ない事

情により校長の承認を得た場合を除いては、児童生徒の輸送のために自家用車を使用し

ないことを徹底すること。 

 

２ 飲酒運転の根絶と交通事故の防止について 

交通事故の防止に県全体で取り組んでいるところであり、１２月１日から１０日まで

は年末の交通安全県民運動期間とされている。また、平成２５年７月１日から「三重県

飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例」が施行されているところである。 

これから年末・年始の時期に向けて、飲酒の機会がある場合においても、飲酒運転の

危険性、反社会性を一層認識し、飲酒後は絶対に運転しないことや飲酒の機会があると

きは車で出かけないなど、一人ひとりが飲酒運転０（ゼロ）をめざす決意を新たにし、

飲酒運転の根絶を図ること。 

また、横断歩道手前の減速・停止、横断歩道における歩行者優先を徹底するなど、児

童生徒に対して範を示すべき立場にある教職員が交通法令を遵守するのはもちろんのこ

と、交通安全県民運動のスローガン「思いやる やさしい心で 走る三重」を踏まえ、

自らが事故を起こすことのないよう十分注意し、交通事故の防止に取り組むこと。 

 

３ 体罰等の禁止について 

各市町等教育委員会及び学校においては、体罰の実態把握及び未然防止の取組が進め

られ、件数は減少しているものの、依然として体罰事案は発生している。 

体罰は、学校教育法に違反するのみならず、児童生徒の心身に深刻な悪影響を与え、

力による解決の志向を助長し、いじめや暴力行為などの土壌を生む恐れがあり、いかな

る場合でも決して許されないものである。体罰や体罰につながりかねない不適切な指導

を見過ごしていないかを常に検証し、体罰を未然に防止する組織的な取組、徹底した実

態把握、体罰が起きた場合の早期対応及び再発防止策など、引き続き、体罰防止に関す

る取組を進めること。 

教職員は、アンガーマネジメント研修の受講等、自らの資質向上に努めるとともに、

学齢、障がい、家庭環境等、児童生徒の状況や言動の裏側にある背景を踏まえたうえで、

常に愛情と責任を持って指導にあたり、児童生徒が自信を喪失したり、屈辱を感じたり

するような言動は厳に慎み、児童生徒の人権に十分配慮した教育活動を推進すること。 

 

４ 個人情報及び公文書等の適正な管理について 

各学校においては、児童生徒の個人情報にかかる書類・電子データなど、外部に流出

してはならない公文書等は施錠できる場所に保管し厳重に管理するとともに、校舎外へ

持ち出さないよう徹底すること。また、会議等でやむを得ず校舎外に持ち出す必要があ

る場合には、校長の許可を得るとともに、ファイルへのパスワード設定等、可能な限り

の保護対策を施すこと。さらに、試験結果や成績等、重要な個人情報については電子メ

ールで送信してはいけないこと、校外に持ち出す際には書面による校長の許可が必要で

あることを徹底すること。 

  各学校における具体的な管理方法やルールは、全教職員に周知し、確実に実施できる

よう徹底すること。 
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５ 勤務時間の適正管理及び休暇の適切な運用について 

公務員には職務専念義務があり、長期休業中においても異なる取扱いを受けるもので

はないため、長期休業中の勤務日における勤務態様について、県民の批判を受けること

のないよう十分留意すること。特に、昨年度から、新型コロナウイルス感染拡大防止に

伴う在宅勤務が認められているところであるが、授業等、学校運営に必要な業務が遂行

できる体制を維持したうえで、適切に運用すること。 

また、病気休暇の承認にあたっては、通院・治療証明書等の原本を確認し、当該職員

の病状等を十分に把握すること。特別休暇においても、当該職員にその事由をできる限

り具体的に記入させ、必要に応じて証明書類の提出を求めるなどしたうえで承認するこ

と。 

 

６ 部活動等の指導における安全確保について 

冬季は予想外の強風や突風の発生が考えられることや、持久走・長距離走を実施する

機会が増えることから、部活動及び体育の授業や特別活動での体育的行事における安全

確保と事故防止に十分注意を払うこと。 

また、指導にあたっては、児童生徒の健康・安全管理に十分留意し、児童生徒の心身

の状況に即した指導を計画的に実施し、特に校外で活動する際は、交通事故防止も含め、

安全確保に十分注意すること。また、運動場・体育館等が安全に配慮して使用されてい

るか、施設・設備、用具・器具が整備されているかにも留意すること。 

新型コロナウイルス感染症については、児童生徒が密集する運動や近距離で組み合っ

たり接触したりする運動、近距離で一斉に大きな声を出す活動など、対策を講じてもな

お感染のリスクが高い学習活動については、換気、身体的距離の確保や手洗いをするな

ど適切な措置を講ずること。部活動の実施にあたっては、児童生徒の健康状態を確認し、

発熱等の風邪症状がある場合は部活動への参加を見合わせるよう指導すること。また、

冬季休業中に部活動を行う場合は、当日、顧問や引率教員が健康状態を確認するなど適

切な措置を講ずること。 

                                         

７ ハラスメントの防止について 

県教育委員会では、「三重県教育ビジョン」において、セクシュアル・ハラスメント、

パワー・ハラスメントのハラスメント等のない職場づくりを進めることとしており、令

和２年９月に策定した「ハラスメントの防止等に関する基本方針」に基づき、すべての

教職員等が個人として尊重され、お互いに信頼し合って働ける職場環境を確立するとと

もに、児童生徒・保護者が教職員等を信頼し、伸び伸びと楽しく学べる教育環境の充実

を図っているところである。 

 

ハラスメントは、職員の勤労意欲を減退させ、その能力の適切な発揮を妨げる要因と

なるとともに、職員間のコミュニケーションが滞るなど、仕事を進めるにあたっての重

大な支障となり得ることを認識し、職員一人ひとりが、お互いの人格を尊重する働きや

すい職場となるよう、普段からコミュニケーションを大切にするとともに、管理職は職

員の状況を把握し、風通しのよい職場づくりに努めること。 
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８ 営利企業等への従事制限・兼職及び事業等への従事等について 

公務員には営利企業等への従事制限が法で定められており、不動産の賃貸、太陽光電

気の販売を含め、兼職及び事業等への従事には、任命権者（県費負担教職員の場合は各

市町等教育委員会）へ届け出て許可を受ける必要があることを周知し、教職員の管理監

督に努め、県民の批判を受けることのないよう十分留意すること。 

なお、短時間勤務の会計年度任用職員は、営利企業への従事等の制限から除外されて

いるところであるが、従事する場合は、あらかじめ校長に届け出る必要がある。 

 

９ 会食、遊戯等について 

民間業者、保護者、国や他の地方公共団体職員及びその他の教育関係者等、職務上利

害関係のある者との会食や遊戯、贈答品の授受等、県民の疑惑を招く恐れのある行為は

厳に慎み、常に公私の区別を明確にし、県民の不信を招くことのないようにすること。 

また、現在、大人数や長時間におよぶ飲食については、新型コロナウイルスへの感染

リスクが高まることから参加を避けるよう協力要請されているところであるが、今後も

「新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた『三重県指針』」や県教育委員会が発出す

る通知等の内容に基づき、感染防止対策を徹底すること。 

 

１０ 公金等の適切な管理について 

  学校徴収金や各種委託金をはじめ、教職員が様々な場面で現金を扱う場合があるが、

各学校においては、できる限り現金を直接扱わない方策を講じること。また、現金を直

接扱わざるを得ない場合にあっては、遅滞なく金融機関に入金するなど、手元での保管

期間を極力短くし、紛失や盗難被害の防止に努めること。 

  また、通帳・印鑑の管理、出入金手続き、及び収支に係るチェック体制を整え、単独

で出入金を行えないようにするなど、公金等の一層の厳正な管理に努めること。 

 

１１ 教職員の服務規律の確保 

  挨拶や保護者対応等の基本的なマナー、教職員の勤務時間中の行動（喫煙、私用電話

等）、交通ルールの遵守など教職員の服務規律について、依然として県民からの意見や

指摘がある。 

  また、ワクチン接種は希望に基づき行われるものであり、接種を強制することや、接

種していない人に対する誹謗中傷、偏見や差別につながる行為を行わないことはもちろ

んのこと、教職員が児童生徒に対し、ワクチン接種の有無を他の児童生徒の前で確認す

るなど、差別や同調圧力につながる行為を行わないこと。 

一人の教職員の行動が、教職員全体の信用を著しく損なうことになる場合があること

から、教職員一人ひとりが自覚を持ち、法令や社会規範、ルール、マナーを遵守すると

ともに、公正・誠実に職務を遂行し、説明責任を果たすことによって、県民の信頼に応

えていくこと。 

   

 

 
教職員課 県立学校人事班 電話059-224-2956 小中学校人事班 電話059-224-2958 
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  鈴教学第   号 

令和４年４月  日 

（宛先）各小中学校長 様 

 

 

三重県教育委員会事務局 

学校教育課長 

  

養護教諭支援非常勤講師活用について 

１ 活用の内容 

 養護教諭が体調不良等により業務に支障をきたす場合に、養護教諭支援非常勤

講師を短期的に配置する。 

※ 要請に応ずるのは、短期の病休・研修等とする。その他はその都度協議する。 

※ 要請に応ずる範囲（エリア）は原則として桑員・三泗・鈴亀に分ける。 

 

２ 活用の期間（時間）について 

① 原籍校での勤務と合わせて、その都度必要な期間とする。 

② 同一日に複数校の兼務はできない。 

 

３ 給与等の支払いについて 

① 報酬については，原籍校から報酬支払いシステムに入力された時間数（原籍

校勤務時間数＋要請校より報告される勤務時間数）により支払われる。 

 

② 通勤費についても，原籍校からシステムに入力された額（原籍校への通勤届

に基づいた実績額＋要請校より報告される要請校への通勤届に基づいた実績

額）により支払われる。 

 

４ 月間勤務状況の報告について 

  「勤務実績報告書」の提出は必要ない。ただし、要請校においては出勤簿を作成

する。 

 

５ 要請から任用までの流れ 

 

 

 

 

 

 

  

① 校長から要請を受けた市町教育委員会は，事前に県教委市町教育支援・人事

担当と協議する。配置が可能な場合は，要請校の校長から申請書を市町教育委

員会を通じて県教委市町教育支援・人事担当に提出する。 

 

② 任用に必要な書類は要請書（別添様式ＹＨ－１）及び非常勤講師配置申請書

とする。 

要請校の 

学校長 

県教育委員会 

 市町教育支援 

・人事担当 

原籍校の 

学校長 

市町等 

教育委員会 

校園長会資料 
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（様式 YH－１） 

                        

市
町
教
育
委
員
会 

受 
 

付 
 

印 

 

  

養護教諭支援非常勤講師許可申請書 

 

                             令和  年  月  日 

三重県教育委員会 様 

 

                         学校名             

 

                         校長名           印 

 

 

次の者を養護教諭支援非常勤講師にあてることを申請します。 

 

記 

 

１．非常勤講師氏名 

 

 

２．配置を必要とする期間 

 

令和   年  月  日 ～ 令和  年  月  日（合計   時間） 

  月  日（ 曜）    時間   月  日（ 曜）    時間 

  月  日（ 曜）    時間   月  日（ 曜）    時間 

  月  日（ 曜）    時間   月  日（ 曜）    時間 

  月  日（ 曜）    時間   月  日（ 曜）    時間 

 

３．配置を必要とする理由 
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鈴教学第２４号 

令 和 ４ 年 ４ 月  日 

（宛先）各小中学校長  

鈴鹿市教育委員会事務局  

                           学校教育課長 

 

講師研修会の実施について 

 

 このことについて，別添写のとおり三重県教育委員会事務局から依頼があり

ましたので，下記事項に御留意いただき，御提出いただきますようお願いしま

す。 

記 

 

１ 送付文書 「講師研修の実施について」（依頼）（写） 

       「講師研修ノート（小中）」 

「講師研修ノート－授業編－」 

       「講師研修マニュアル（小中）」 

       「講師研修マニュアル－授業編－」 

        

 

２ 対象者   ４月当初及び４月中に任用された講師 

（臨時的任用講師，非常勤講師（事務・養護・学栄を含む）） 

※年度途中に任用された場合も含む 

 

３ 研修時間  １時間以上４時間以下 

 

４ 提出書類  講師研修会実施報告書（下記報告例参照） 

【報告例】 

                            令和○年○月○日 
 ○○市町教育長 様                                            
                               〇〇学校長
  
 

講師研修会の実施報告について 
 
 このことについて，研修を実施した講師は下記のとおりです。 

記 
 
１ 臨時的任用講師  ○○ ○○    実施日 令和○年○月○日  ○時間 
                    ○○ ○○    実施日 令和○年○月○日  ○時間 
２ 非常勤講師      ○○ ○○    実施日 令和○年○月○日  ○時間 
                  ○○ ○○    実施日 令和○年○月○日  ○時間 

校園長会資料 
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５ 提出期日   

・４月当初及び４月中に任用された場合   

令和４年４月２２日（金） 

        ・年度途中に任用された場合  

① 令和４年９月１６日（金） 

② 令和５年２月１０日（金） 

 

６ その他 

 市費非常勤講師の研修会実施報告については，報告期日・報告書式とも

県費講師の場合と同様とし，件名は「講師研修会の実施報告について（市

費）」で区別していただきますようお願いします。 

 

７ 提出先  鈴鹿市教育委員会 学校教育課 教職員Ｇ （玉田） 

 

８ 留意点 

・ 講師研修は，校内研修等への参加も含まれます。校内研修に講師が参加さ

れた場合は，それを講師研修とすることができます。 

・ 初任者後補充講師については対象外です。 

・ すべての講師に対して，１時間以上の研修を実施する。特に経験の浅い講

師，臨時免許状により任用している講師，長期間教職から離れていた講師

等については，十分に研修させてください。 

・ 非常勤講師の研修時間については，勤務日に任用期間内の時数に加えて

「４時間｣の範囲で実施することを原則とするが，学校運営上，勤務日以

外の平日に実施することも可とします。 

・ すべての非常勤講師において，上記研修時間（４時間以内）の時間給は，

授業を行った場合に支給される時間給と同額を請求することができます。

その際，非常勤講師勤務実績管理の入力をする際に「勤務時間数」に研修

時間数を加え，行事等欄に「研修○時間」と記入し，請求してください。 

・ 二校を兼務している講師の場合は，与えられた職員番号のうち，早い番号

の勤務校で実施してください。 

・ 研修終了後，各学校長は講師研修ノートの研修履歴の記入を確認してくだ

さい。 

・ 研修を行うにあたり，どのような任用形態の講師（常勤・非常勤）であっ

ても，児童生徒の教育活動・指導を全職員で取り組めるように御配慮くだ

さい。 

 

 

            〔鈴鹿市教育委員会事務局 学校教育課 教職員Ｇ〕 
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